
年 月 ～ 年 月 ○

○

備考欄（留意事項）

款 9

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

方面隊によりその手法が異なるが、継続的に事業を展開し火災
予防意識の高揚は図られている。
訓練を実施することにより、災害発生時に対応できる消防団員
となるとともに、市民の安全を守ることができる。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
塚本真樹

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）5625

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

非常備消防費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

消防費

消防費

総務部　危機管理室担当部課

作成者氏名

29

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

非常備消防費

非常備消防に要する経費

対　　　象
（誰のために）

市民

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

非常備消防活動事業

3 平成

○

○

○

○

―

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 消防力の強化（非常備）
1

25 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

計画的に訓練等を実施するとともに、訓練内容についても随時
見直しを行いながら実施している。

　火災が多発した方面隊にあっては費用弁償を伴わない巡回活
動を実施するなど、団員の意識も変化している。
　幹部研修を実施することにより、幹部自らのスキルアップを
図るとともに、習得した知識により団員の安全確保にもつなが
る。
　訓練等の回数や参加団員数は多いほど消防力の向上につなが
る一方で、コストも増大する。

30,828

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

30,828一般財源等合計 36,53736,537 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

―39,989一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

市民を火災や自然災害から守る。

安芸高田市消防団員の訓練、出動、防火啓発活動に対する費用弁償、旅費の支払い。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等26,612

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 31,144

人件費

×

39,989

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

―

○

○

―

―

―

○

合計

○

○

―

39,989 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

5,393 4,216

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている 大きな行事については、有線無線放送により市民に周知し、参
加をうながすとともに防火意識の高揚も図っている。

―

30.00

－

0.51

30,82830,828

24.00

2,468.00 吉田　　６７７人2,433.00

27.00

30.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

3,006,000

115,615.3849,120.00

26.00

180.00

合計

人

指　標　名　等

36,537

必要人員

36,537

104.00%

－

142,152.78

消防団員火災予防活動
22.00

水火災、捜索出動

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 5,462,500

36.00

1,228,000

合計

102.00

24年度

39.00

5,117,500

－

25.00

有
効
性

―

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

―

92.31% －

140,064.10

5,504.00

計画値

－

人

千円

25.00

0.63

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

年末夜警　５回、
花火警戒　３回、
火災予防パレード　１１回、
幼年消防パレード　５回、
火の元点検　２回

年度実績値

39,989

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

回

回

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

39,989

火災出動　　　３１回
災害出動　　　　１回
行方不明者捜索　１回
誤報　　　　　　３回
※計画地は、予算上の見込み数

目標年度に目標を達成できそうである

―

○

○

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

行森俊荘

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

美土里方面隊、高宮方面隊の再編成を進めている。美土里方面隊に
ついては24年度で完了した。高宮方面隊については、川根の第６分
団を残すのみとなった。再編によって、安芸高田市消防団全体の指
揮命令系統が統一される。
副団長は、6名から現在は４名体制になっている。

解決できていない課題

・野焼きを原因とした火災出動が多く、出動費用に影響している。
・財政難の中、少ないコストで有効な訓練や研修を行う方法を検討すべ
き。

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－

105.38%

2,468.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

演奏会　　１０回
出初式練習１７回

消防学校１１人　中国五県３名
視察研修７名　幹部研修３３名

吉田　　６７７人
八千代　３４３人
美土里　３６０人
高宮　　３９２人
甲田　　５５６人
向原　　４１３人
（休団者除く）

目標値
（目標年度）

15.00

5,440.79

2,601.00

23年度 24年度

2,433.00

2,741.00

15,075,500

27.00

5,500.00

27.00

－

34.00 34.00

― ―

－

計画値

コ ス ト

計画値

回 実績値

単位当たりコスト③

実績値
各種訓練参加数（延べ）

対　前　年　比

人

－

5,504.00

計画値

実績値

31.00

44.00 105.00

－

－

―

8.00

14,151,500

27.00

指
標

消防音楽隊活動
単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

計画値

実績値
市内火災発生件数

指　標　名

54.00 －
各種研修参加者数（延べ）

単位 計画値 58.00

人 実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 －

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

029 総務部 危機管理室（非常備消防活動事業）



年 月 ～ 年 月 ○

○

備考欄（留意事項）

款 9

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

団員の欠員補充について、女性消防団員を含め検討する必要が
ある。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
塚本真樹

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）5625

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

非常備消防費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

消防費

消防費

総務部　危機管理室担当部課

作成者氏名

45

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

非常備消防費

非常備消防に要する経費

対　　　象
（誰のために）

消防団員

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

非常備消防運営事業

3 平成

○

○

○

○

―

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 消防力の強化（非常備）
1

25 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

消防団協力事業所に認定されたときのメリットを検討する必要
がある。

消防団協力事業所の更新をぴったり２年としていたものを基準
日を設定することにより事務の効率化を図れるように改善し
た。

82,310

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

82,310一般財源等合計 91,76491,764 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

×77,235一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

消防団の健全な活動を支える。

消防団員の報酬、退職報償金、公務災害補償、貸与品支給、入団促進、団員名簿調整、適正配置計画、表彰、叙勲、
福祉・火災共済・互助年金、広島県消防協会安芸高田支部活動等の事務を行なう

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等77,350

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 91,764

人件費

○

77,235

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

―

○

―

―

―

○

合計

○

―

○

77,235 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

4,960

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている 消防団協力事業所名を市のHPに掲載すると共に、出初式にお
いて感謝状の贈呈など実施した。

―

865.00

－

0.60

82,31082,310

865.00

10.00

865.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

5,228

2,614.002,601.00

2.00

143.00

合計

人

指　標　名　等

91,764

必要人員

91,764

40.00%

－

36,808.09

消防団協力事業所表示証交
付

-

消防団員数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 31,045,583

832.00

13,005

合計

120.00

24年度

845.00

30,624,333

－

24.00

有
効
性

×

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

98.46% －

36,740.33

計画値

－

人

千円

5.00

0.50

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

消防団協力事業所表示証交付件
数。
コスト：表示証、感謝状、額。

年度実績値

77,235

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

人

社

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

77,235

計画値：定員数
実績値：12月末の団員数
コスト：年間の報酬総額

目標年度に目標を達成できそうである

―

○

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

行森　俊荘

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

美土里方面隊、高宮方面隊の再編成を進めている。美土里方面隊に
ついては24年度で完了した。高宮方面隊については、川根の第６分
団を残すのみとなった。再編によって、安芸高田市消防団全体の指
揮命令系統が統一される。
副団長は、6名から現在は４名体制になっている。

解決できていない課題

消防団員数が、定数よりもおよそ30名不足した状態が続いている。

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

女性消防団員の導入による消防団員の補充

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

実団員数÷定員数（865名）

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

23年度 24年度

－

97.69 96.18

100.00 100.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

－

計画値

実績値 －

－

100.00

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

実績値
定員の充足率

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 －

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

045 総務部 危機管理室（非常備消防運営事業）



年 月 ～ 年 月 ―

―

備考欄（留意事項）

款 9

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

消防団の再編による新築の詰所をコミュニティセンターとして
一般市民による利用にも対応できるものにしている。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
塚本真樹

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）5625

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

消防施設管理費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

消防費

消防費

総務部　危機管理室担当部課

作成者氏名

46

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

消防施設費

消防防災施設に要する経費

対　　　象
（誰のために）

安芸高田市消防団

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

消防施設管理事業

3 平成

○

○

○

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 消防力の強化（非常備）
1

25 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

車両の更新について、更新計画に基づき実施することにより効
果的な防火・消火活動を行うことができる。

消防団の再編により旧詰所について、地元に譲渡できるものに
ついては譲渡することにより、解体の費用を削減することがで
きる。
新築する詰所に残る車両が減ることにより維持管理経費を削減
することができる。

27,493

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

27,493一般財源等合計 24,24424,244 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

○29,094一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

消防団施設（詰所、車両、備品類）を健全な状態に保つことにより、消防団員が迅速に水火災等の災害に対応し、市民の生
命・財産等の被害の軽減を図るとともに、消防団員の安全確保をおこなう

消防団施設（詰所、車両、備品類）の維持管理

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等24,600

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 24,244

人件費

○

29,094

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

―

○

○

○

合計

○

○

○

29,094 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

2,893

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている 再編における新築する詰所及び旧詰所について、団員及び地元
と協議して事務を進めている。

―

58.00

－

0.35

27,49327,493

72.00

51.00 計画値は、年度当初の詰所数。55.00

1.00

69.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

11,919,600

11,919,600.0013,055,700.00

1.00

166.00

合計

人

指　標　名　等

24,244

必要人員

24,244

100.00%

－

90,012.67

消防団車両の更新
1.00

消防団車両台数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 5,644,022

72.00

13,055,700

合計

70.00

24年度

72.00

6,480,912

－

1.00

有
効
性

○

―

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

○

100.00% －

78,389.19

40.00

計画値

－

人

千円

1.00

0.58

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

消防自動車購入（高宮方面隊）

年度実績値

29,094

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

台

台

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

29,094

コスト：車両にかかる消耗品、燃
料、修繕、保険、自動車税等

目標年度に目標を達成できそうである

○

○

―

合計

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

行森　俊荘

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

消防団再編計画を進めている。これによって、維持管理経費を抑制
するとともに、消防団活動の効率化を期待できる。
・H22～H24年度で、26の詰所を６か所に統合整理した。
・H22～H24年度で、４台の車両を処分した。内、２台は東北の
被災地へ寄贈した。

解決できていない課題

・老朽化の進む市内各詰所の整備（トイレの水洗化など）が課題であ
る。
・車両、ポンプ、ホース等、更新が必要な機材が増えている。
・不要となった車両の有益な処分方法の検討

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

当初予算。
燃料費、車検、修繕、保険、税等

－

年度－

100.00%

51.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

計画値は、年度当初の詰所数。
H24年度　美土里▲２（２分団
＋１、３分団▲４、４分団＋
１）、高宮＋１（１分団）
コスト：詰所・機材にかかる修
繕、光熱水費、手数料等

目標値
（目標年度）

63,062.07

55.00

23年度 24年度

55.00

55.00

2,827,925

51,416.82

－

5,644,022.00 6,480,912.00

6,120,000.00 5,825,000.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値
消防団詰所数

対　前　年　比

棟

－

40.00

計画値

実績値

5,500,000.00

3,468,414.00 2,827,925.00

2,970,000.00

－

－

3,075,000.00

6,069,000.00

当初予算。
消耗品、燃料、光熱水費、修繕、使
用料等

3,468,414

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

円

単位

円
詰所維持管理経費

計画値

実績値
車両維持管理経費

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 3,468,414.00 2,827,925.00 － 用料等円

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

046 総務部 危機管理室（消防施設管理事業）



年 月 ～ 年 月

対　　　象
（誰のために）

事務事業名

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
神田正広

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）5625

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

消防施設整備事業費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

561

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

○

○

×

チェック

　消防団詰所の統合整理を行う中で、新築する詰所について
は、コミュニティーセンターとして、一般市民による利用にも
対応できるものにする。
　消火活動において、消防水利の確保は必要不可欠なものであ
る。
この事業は、水源に乏しい地域へ耐震性貯水槽を中心に整備を
し、消防水利を充足していくために継続して実施していく必要
がある。
しかし、現在市内の充足率は51％程度であり、地域の要望を
受け付け、予算の範囲で設置している事業であり、その大部分
が補助金によるものであることから要望に対して充分なものと
はなっていない。

○

×

備考欄（留意事項）

○

―

国や県と重複のない事務事業である

1

市以外が実施主体になりえない事務事業である

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

消防団
消防水利のない地域の市民

平成 16

施　 策 消防力の強化（非常備）
2

消防施設費

消防防災施設に要する経費

消防費

消防費

款 9

○

○

中事業

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

消防施設整備事業
総務部　危機管理室担当部課

作成者氏名

一般会計

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

3 平成

大事業

25 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

　施設の適正な整備によって、平素の円滑な消防団活動並びに
緊急時の迅速な消火・防災活動に寄与する。
　市民の生命・財産を守る消防行政において、この耐震性貯水
槽整備事業を中心に消火栓の設置等、消防水利を確保する有効

　消防団再編計画により、一つの分団が複数の班に分散してい
る美土里、高宮の各分団を、概ね1分団１詰所に統合整理を実
施している。詰所数及び車両数の減によって維持管理費の抑制
が期待できる。
　耐震性貯水槽設置に係る全般の契約事務等は、主管の危機管
理室で行い、工事の監督は専門知識を有する建設課で対応して
いる。
関係部署と連携して、事業の進捗管理をし効率よく実施してい
る。

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

単位あたりコストを削減することはできない

○

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

○

はなっていない。

184,918

○

○

―

―

―

179,682

受益者負担を検証している

効
率
性

消防団施設の統廃合などの整備により、消防団活動の効率化及び近代化を図る。
耐震性貯水槽・消火栓を設置し水利の確保を図るとともに、地域住民の不安の解消及び生命と財産を守る。

消防団再編計画に基づき、消防団詰所の新設、解体、改築を行う。
防火水槽の設置要望を地域から受け付け、消防団幹部に諮り優先順を定める。
耐震性貯水槽設置に係る測量設計業務委託、工事請負、用地取得及びこれらの支払等。

―

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

143,318

コスト

合計 70,546 143,318一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

143,318

人件費 受益者負担

一般財源等合計一般財源等

23年度

78,926

コスト（千円） 財源（千円）コスト（千円）

 直接事業費

24年度

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

○

合計

―

25年度

○

○

―

直接事業費 78,926 8,380

5,334人件費

直接事業費国県補助金等179,584 5,236

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

コスト（千円）財源（千円） 財源（千円）

国県補助金等

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

　組織再編による分団詰所、車両の再配備について団員と地元
を交えて合意を形成している。
　耐震性貯水槽については地元要望に基づく事業である。
　消火栓設置は、地元要望に基づくものと水道課と連携し工事
区間内で水利に乏しい地域へ設置をしている。市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

槽整備事業を中心に消火栓の設置等、消防水利を確保する有効
性は大きい。
また、消防署、消防団とも連携し、整備した消防水利の維持管
理を活動の一環として実施することにより地域の防火啓発に繋
がっている。
特に消火栓あっては、地域の自主防災組織訓練内容に操作訓練
を取り入れ、住民自らが率先して操作の習得に努めており、防
火意識の高揚に繋がっている。

―職員の能力開発のための対策は十分になされている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

目的が達成できるような事務事業の内容である

―

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

184,918

－

0.63

179,682

有
効
性

―

○

－

－

吉田町山部（山部地区）
美土里町横田（奈良谷地区）
美土里町生田（山崎地区）
向原町長田（長田５区）

―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

コ ス ト

合計

人

指　標　名　等

70,546

必要人員

28,169,950

7,042,487.507,728,000.50

4.00

100.00%

－

23,289,138.67

6.00

4.002.00

耐震性貯水槽設置数
4.00

実績値

単位当たりコスト②

25年度

千円

消防団詰所整備事業

－

計画値

4.00

単位当たりコスト①

コ ス ト 48,014,389

計画値

時間外勤務手当 千円

23年度

7.00

4.00

150.00% －

24,007,194.50 －

143,318

備 考
（指標の計算方法、算式等）

143,318

H24年度完了箇所：　美土里第
２分団（防災拠点施設）、第４分
団、高宮第１分団。
第６分団については、造成まで完
了。
H25では、改築6件を含む。

年度

今後の計画値
（計画年度）

3.00

合計

126.00

24年度

2.00

69,867,416

人

活
動
・
結
果
指

単位

箇所

基

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

実績値

78,926

－

30,912,002

―

合計

○

千円

人

目標年度に目標を達成できそうである

○

専門性をもった人材を活用できている

年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

行森　俊荘

改善項目

①

②

優先的に継続する

年度

完了した

縮小して継続する

－

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

消防団再編計画を進めている。これによって、維持管理経費を抑制
するとともに、消防団活動の効率化を期待できる。H22～H24年
度で、26の詰所を6か所に統合整理した。

解決できていない課題

・高宮方面隊第６分団については、平成24年度に再編成を完了する予定
だったが、25年度に繰り越した。
・老朽化の進む市内各詰所の整備（トイレの水洗化など）が課題であ
る。
・耐震性貯水槽の設置要望に対して実施基数が少数である。
・消防水利の現地写真がなく、情報の整理が不十分である。

６基要望（H25は4基要望）消防施設整備事業費

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

耐震性貯水槽設置基数の固定化

資源配分の方向性

目標値
（目標年度） 予算（大事業）名

年度

現況数(901)÷基準数(1,768))

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

－

年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

50.67 51.00

51.00 51.00

－

25年度

－

－

－

－

51.30

23年度 24年度

－ 年度

指
標

単位

単位

実績値

単位当たりコスト③

実績値

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

実績値
消防水利充足数

指　標　名

計画値

実績値

単位 計画値

実績値

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

－ 年度

詰所の整備によって消防団活動が効率的になるが、防火・消火機能の指標化は難しい。
地域の要望により、老朽化した防火水槽の解体工事を行った。指標化できない成果

実績値
ｱｳﾄ

ｶﾑ

561 総務部 危機管理室（消防施設整備事業）



年 月 ～ 年 月 ○

○

備考欄（留意事項）

款 9

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

災害時に備え、職員等が使用する移動系防災行政無線及び市民
に告知する同報系防災行政無線の維持管理業務を行うなど、連
絡伝達手段の確保は必要であり、災害対応の装備を整備してい
くことで市民の安全安心を守る手段に通じることから妥当な事
業である。

今年度に消防団・職員が使用する移動系防災行政無線を更新
し、災害時の情報伝達手段として整備及び確保することができ
た。今後はこの手段の活用のため、機器の維持管理を行う。
お太助フォン導入に伴い同報系無線を廃止とするため、維持管
理費の削減となる。今後はお太助フォンを活用した情報伝達手
段の構築を目指し機器の整備が必要となる。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
神田正広

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）5625

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

防災施設管理費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

消防費

消防費

総務部　危機管理室担当部課

作成者氏名

52

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

消防施設費

消防防災施設に要する経費

対　　　象
（誰のために）

市民及び職員

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

防災施設管理事業

3 昭和

○

○

○

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 防災対策の充実
3

25 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

―

移動系防災行政無線は、災害対応時の通信手段として継続的に
整備をしていくことは防災行政に有効な事業である。
特に消防団の活動において、指揮命令系統を支える上で情報伝
達は必要不可欠な手段であり、火災防御・水防活動・行方不明

今年度に無線電波を統一し、車載無線・携帯無線の更新を行っ
た。各町の機器の維持管理を一括して行うことができるように
なり、運用の統一が図ることができ効率的なものとなった。

段の構築を目指し機器の整備が必要となる。

30,397

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

30,397一般財源等合計 6,3266,326 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

―6,167一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

災害時に市と市民、市と県及び支所等の通信手段を確保する。

移動系防災無線機の維持管理、固定系防災無線及び個別受信機の維持管理、県総合行政通信網の負担金支払。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等26,502

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 4,442

人件費

○

6,167

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

―

○

―

○

合計

○

○

○

6,167 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

1,884 3,895

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている 　情報政策課所管の光ネットワーク整備事業（お太助フォン事
業）と連携して、防災情報伝達のしくみづくりに取り組んでい
る。

―

246.00

達は必要不可欠な手段であり、火災防御・水防活動・行方不明
者捜索と広範囲にわたる活動において、人員把握などの緊密な
連携が必要な事態に防災行政無線の使用は大きな効果を発揮す
る。

－

0.22

30,39730,397

258.00

1.001.00

－

223.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

0.00

63.00

合計

人

指　標　名　等

6,326

必要人員

6,326

#DIV/0!

－

79,390.24

固定系防災無線機の台数
6.00

移動系無線機の台数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

246.00

合計

24年度

147.00

19,530,000

－

6.00

有
効
性

―

―

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

167.35% －

1.00

計画値

－

人

千円

0.00

0.22

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

当年度は、子局の故障が少なく、
在庫で対応可能であったため、購
入していない。
お太助フォン導入により、次年度
は向原は在庫対応、八千代は廃
止。

年度実績値

6,167

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

台

台

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

6,167

固定局（本庁　１）
可搬型（支所　５）
携帯１５６台（市３４・団１２２）
車載　８４台（市２９・団５５）
○H24防災行政無線整備事業
　携帯無線機器整備２２３台
　車載アダプタ７３台

目標年度に目標を達成できそうである

―

○

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

行森　俊荘

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

老朽化した防災行政無線に代わる通信手段の構築、特に急務となっ
ていたが、今年度の防災行政無線（移動系）の整備計画を実施し、
機器の更新を行ったことにより解決することができた。

解決できていない課題

防災行政無線（同報系）廃止により、お太助フォンによる災害時の情報
伝達の活用方法と緊急情報の伝達手段の構築が課題である。

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－

100.00%

1.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

県防災無線専用回線（本庁～向原）
地震情報システムＡＤＳL回線利用料
衛星電話回線使用料
保守点検業務委託料（八千代・向
原）
戸別受信機修繕料（八千代・向原）

目標値
（目標年度）

786,507.00

1,606,878.00

1.00

23年度 24年度

1.00

1.00

1,564,004

761,000.00

1,564,004.00

－

－－

計画値

コ ス ト

計画値

円 実績値

単位当たりコスト③

実績値
県総合行政通信網の負担金

対　前　年　比

回

－

1.00

計画値

実績値

2,623,359.00

－ －

－

－

－

1,606,878

ー

指
標

防災情報端末使用料
単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

指　標　名

2,668,000.00 －

防災行政無線（同報系）
維持管理費

単位 計画値 －

円 実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値

災害に備え、防災施設を健全な状態に管理することは重要であるが、防災に対する効果を指標
化することは難しい。

－

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

052 総務部 危機管理室（防災施設管理事業）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 防災対策の充実
1

25 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

―

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

災害対策事業

3 平成

災害対策費

災害対策に要する経費

対　　　象
（誰のために）

市民及び職員

一般会計

53

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

消防費

消防費

総務部　危機管理室担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）5625

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

災害対策費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている4

電話
神田　正広

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

・災害対策基本法第42条に基づき、地域防災計画を策定す
る。
・同法第16条に基づき、防災会議を開催する。
・災害救助法第４１条第３号（基金の運用）「第２３条１項に
規定する給与品の事前購入」に基づき、備蓄品を整備する。
・大規模災害における応急救助の指針に基づき、応急体制の整
備に努める。
災害時の応急対策及び備えの対策として必要不可欠な事業であ
る。

款 9

国や県と重複のない事務事業である

1

―

―

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

4,741

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

○

6,458

○

合計

○

○

○

○

○

○

○

6,458

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 4,790

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

・住民の生命・財産を災害から保護するため、防災計画の検討・修正を行うとともに、災害予防、災害応急対策、災害復旧
等の総合的な防災行政の整備・推進を図る。
・自主防災組織の設立・育成を図り、災害時における地域での体制・活動に備える。

・防災会議の開催し、地域防災計画の修正を行う。
平常時の防災対策及び災害の発生時またはそのおそれがある場合の対策・対応に当たる。
・自主防災組織の設立促進、防災訓練の推進、資機材購入補助申請及び支払い。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等8,474

6,458一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

○一般財源等合計合計 4,7904,790 一般財源等 13,215

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

13,215

備蓄品の購入は、これまでの計画的な購入により、乾パン・毛
布・簡易トイレは目標値に達したことから、今後は乾パンの賞
味期限到達による入れ替え分の補充を行う。
災害時の備えとして、備蓄品の整備は有効な対策である。

・災害対応に関して、本庁職員の配置は、出身町に配慮し各支
所に割り振り応援体制を整えている。また、消防団と連携して
災害対応行うことができるよう会議を通じて、随時情報提供を
行っている。
・備蓄品は、市内各地域に行き渡るよう各支所で保管・管理を
行っている。
・重要施策として地域防災力の強化、いわゆる自主防災組織の
設立・活動促進に取り組み補助金制度を活用している。地域か
らの防災意識高揚により被害を最小限に食い止める手段として
継続していく必要がある。

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

―

―

合計

―

―

6,458

防災会議の出席者は、国、県、防
災関係機関、市部長以上が出席
し、地域防災計画の修正等の協議
を行っている。

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

回

枚

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

6,458

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

計画値1,882枚（県数値）
備蓄数1,320枚
H２４購入数　570枚

（その他、H２４　簡易トイレ
95個購入）

年度

人

千円

1,320.00

0.40

単位当たりコスト①

100.00% －

56,000.00

5.00

計画値

－

有
効
性

○

―

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

―

2,467,500

合計

112.00

24年度

1.00

56,000

－

1,890.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 56,000

1.00

毛布の備蓄
1,882.00

防災会議の開催

－

実績値

計画値

143.18%

－

56,000.00

115.00

合計

人

指　標　名　等

4,790

必要人員

4,790

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

1,273,608

673.871,869.32

1,890.00

1,890.00

1.00

10.00 5.00 井才田地域自主防災会

13,215

1.00

－

0.56

13,215 災害時の備えとして、備蓄品の整備は有効な対策である。

―

1.00

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

32.00 －
補助金交付数

単位 計画値 20.00

回 実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％

自主防災組織設立割合
（届出分）

計画値

実績値
非常食の備蓄率

指
標

非常食（乾パン）の備蓄
単位

単位

7,671.00 8,192.00

85.00

30.00

20.00 20.00

－

－

85.00

122.00

（組織世帯数＋連絡網のみ）÷全
世帯数

計画値

実績値

100.00

73.70 74.40

－

5.00

食 実績値

単位当たりコスト③

実績値
自主防災組織設立数

対　前　年　比

団体

計画値

コ ス ト

計画値

8,192.00

－

122.00 122.00

100.00 122.00

－

8,192.00

11.00

23年度 24年度

10.00

3.00

8,192.00

27.27%

5.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

乾パン　計画値6,714食（県数
値）

設立事業６、資機材購入事業５、
防災訓練事業21

井才田地域自主防災会
川向自主防災会
古市・柿原地区自主防災会

目標値
（目標年度）

年度

備蓄量÷県の示す数量

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

危機管理基本指針を修正し、各事案のマニュアルを整理した。

解決できていない課題

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

行森　俊荘

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

％

指標化できない成果
防災組織の設立が、防災・減災に重要な役割を担うことは間違いないが、その効果を数値的に
知ることが難しい。

－実績値 73.70 74.40 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

053 総務部 危機管理室（災害対策事業）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 交通安全対策の充実
1

25 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

○

○

―

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

交通安全推進事業

3 平成

交通安全対策費

交通安全対策に要する経費

対　　　象
（誰のために）

市民

一般会計

65

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

総務部　危機管理室担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）5625

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

交通安全推進事業費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている9

電話
齋藤　香代

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

◇慣例的に開催している事業であり，開催内容や時期等につい
ては関係機関との協議による。

◇活動者の高齢化が課題。次世代の育成が急務である。

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

2,483 3,048

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

―

×

1,928

○

合計

×

×

×

―

―

○

×

1,928

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 2,166

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

交通安全に対する意識を高め，日常生活の中でひとりひとりが交通ルールを遵守することにより，交通事故件数の減少に努
める。

交通安全パレード，交通安全教室，交通安全テント村の開催，交通安全広報・パトロール等。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,809

1,928一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

―一般財源等合計合計 4,6494,649 一般財源等 4,857

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

4,857

◇市内交通事故総件数は，市民，その他を問わないため，純粋
に市民が関与する事故件数については不明。市内で発生した事
故件数や高齢者の占める割合等で判断せざるを得ない。

◇現存する他団体との連携を図り，効率的な開催が望ましい。

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

○

○

合計

○

―

1,928

春の全国交通安全運動
H２３　武者パレード
H２４　県警航空隊ヘリによる各中学
校への県知事メッセージ伝達，及び
安全安心パレード（パレード参加人
数に各中学校生徒含む）

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

人

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

1,928

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

「夏の交通安全運動週間」に合わ
せてH23，Ｈ24は市内３会場で
「高齢者交通安全教室」を開催。
その他，高齢者対象の交通安全出
前講座を３回実施。

年度

人

千円

218.00

0.29

単位当たりコスト①

533.33% －

200.00

計画値

－

有
効
性

―

×

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

―

合計

72.00

24年度

150.00

6,050

－

250.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

800.00

高齢者交通安全教室参加人数
250.00

交通安全パレード参加人数

－

実績値

計画値

117.89%

－

7.56

83.00

合計

人

指　標　名　等

4,649

必要人員

4,649

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

257.00

250.00

200.00

170.00 200.00 啓発人数

4,857

140.00

－

0.36

4,857

◇主催は様々であるが，市民団体との協賛により実施している。

―

200.00

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

4.00 －
広報掲載回数

単位 計画値 4.00

回 実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

計画値

実績値
交通事故件数

指
標

パトロール回数
単位

単位

24.00 24.00

4.00

4.00 4.00

－

－

-

計画値

実績値

－

200.00

回 実績値

単位当たりコスト③

実績値
交通安全テント村啓発人数

対　前　年　比

人

計画値

コ ス ト

計画値

24.00

－

137.00 150.00

120.00 －

－

24.00

200.00

23年度 24年度

170.00

200.00

24.00

100.00%

200.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

月２回　各町で開催

春・夏・秋・冬の交通安全週間期
間中の広報活動

啓発人数
＝テント村参加者＋ドライバー

目標値
（目標年度）

年度

市内交通事故総件数。
事故件数は計画値なし。

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・交通安全関係団体との合同会議（安芸高田市交通安全推進会議）
設置。（構成団体：安芸高田市交通安全運動推進隊・安芸高田市交
通安全協会・安芸高田市安全運転管理協議会）
・高齢者交通安全教室への参加促進については，各町老人クラブ連
合会へ協力依頼し行っている。

解決できていない課題

・隊員の高齢化
・高齢者交通安全教室以外のイベントについても，他団体と連携した効
率的な実施が望ましい。

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

行森　俊荘

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

065 総務部 危機管理室（交通安全推進事業）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 交通安全対策の充実
2

25 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

○

×

―

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

交通安全施設整備事業

3 平成

交通安全対策費

交通安全対策に要する経費

対　　　象
（誰のために）

交通安全施設を利用する市民

一般会計

66

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

総務部　危機管理室担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）5625

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

交通安全施設整備事業費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている9

電話
神田　正広

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

◇県交付金事業であり、地域住民のニーズに沿うよう、計画的
かつ効率的に実施する。ただし、突発的に起こる緊急を要する
案件については、早急な対応が求められる。

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

1,627

5,604

1,863

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

×

6,458

○

合計

○

○

×

―

―

―

×

6,458

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 6,691

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

交通安全施設の設置や維持管理を行い、車両及び歩行者の安全確保を行う。

交通安全施設の設置及び維持管理（カーブミラー・ガードレール・白線等）。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等6,458

6,458一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

×一般財源等合計合計 2,7148,318 一般財源等 8,321

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

8,321

◇実績値が計画値に及ばないのは、ガードレール、ガードパイ
プ等の単価の高い修繕・設置工事等を行ったためであり、実質
的な事業成果についてはこの限りでない。

◇県交付金事業であり、効率的に実施できるものであるが、県
交付金事業が縮小される場合の自主財源確保が課題である。

◇一括発注による支所人件費については削減の余地があるが、
緊急を要する案件について一括発注はなじまない。

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

―

○

合計

○

―

6,458

カーブミラー、ガードレール、白
線等の整備発注件数及び実績額。

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

件

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

6,458

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

カーブミラー等の交通安全施設が
破損した場合の修繕件数及び実績
額。

年度

人

千円

7.00

0.19

単位当たりコスト①

130.77% －

490,560.00

計画値

－

有
効
性

×

×

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

312,475

合計

44.00

24年度

13.00

5,989,200

－

10.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 6,377,280

17.00

交通安全施設修繕箇所
10.00

交通安全施設設置箇所数

－

実績値

計画値

71.43%

－

352,305.88

54.00

合計

人

指　標　名　等

2,714

必要人員

8,318

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

424,803

84,960.6044,639.29

5.00

10.00

35.00

8,321

40.00

0.22

8,321

◇交通事故等の分析を行い危険箇所の把握を行うとともに、交
通事故等の発生状況から設置箇所の有効性を判断せざるを得な
い。

―

20.00

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

％
要望対応率

計画値

実績値
交通事故件数

指
標

単位

単位

100.00

－

－

100.00

ー

計画値

実績値

100.00

100.00 100.00

－実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－

137.00 150.00

120.00 ー

－

23年度 24年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

市内交通事故総件数

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

行森　俊荘

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

％

指標化できない成果

－実績値 100.00 100.00 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

066 総務部 危機管理室（交通安全施設整備事業）



年 月 ～ 年 月 ○

○

備考欄（留意事項）

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

○子どもを取り巻く危険な状況や高齢者・若者をターゲットに
した振り込め詐欺や悪質商法等の犯罪が後を絶たず情報提供や
専門的立場からの助言を行い、官民一体となって取り組む手法
として重要な大会として認識しており、今後も継続して開催す
ることは市民啓発に必要な事業である。
○市民のニーズがより的確に反映できるよう連絡網の整備方法
を計画していくことが重要である。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている10

電話
小林　義則

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）5625

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

防犯推進事業

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

総務部　危機管理室担当部課

作成者氏名

60

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

諸費経費

諸費経費

対　　　象
（誰のために）

市民が安全で安心して暮らせるよう、安芸高田市に居住、団体活動、勤務をしている市民

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

防犯啓発推進事業

3 平成

○

○

○

×

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 防犯対策の充実
2

25 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

―

○各関係団体との連携により参加者を増やすことができること
から、連携を密にする。
○市民の関心度はアンケートによるが、その結果からも、今後
も継続した開催が必要である。

○旧町単位の開催等、市民が参加しやすい方法を検討する必要
があるが、コストの増加が懸念される。
○参加人員は開催の内容により変わってくるものであり、その
内容により目標を定める必要がある。

4,929

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

4,929一般財源等合計 5,2665,266 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

×237一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

防犯施策を推進あるいは啓発活動を実施し、犯罪被害を防止するため防犯意識を高揚させる
また、相談事や悩み事の解決方法を助言し、悩みを取り除く

安全・安心に関する講演などの啓発推進及びメール連絡網を活用した安全安心情報の発信

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,034

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 900

人件費

○

237

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

○

○

―

合計

○

○

○

237 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

4,366 3,895

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている ○各関係団体と連携して、実働として参加してもらうよう見直
すことが重要であるが、ついてはコスト面の検討も必要とな
る。

―

-

も継続した開催が必要である。
○市民のニーズに沿った大会やフォーラム、セミナーを開催す
ることが重要である。

－

0.46

4,9294,929

250.00 250.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

8.00

146.00

合計

人

指　標　名　等

5,266

必要人員

5,266

114.29%

－
安全安心情報発信

安芸高田市民のつどい

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

100.00

合計

92.00

24年度

120.00

－

有
効
性

×

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

83.33% －

計画値

－

人

千円

7.00

0.51

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

事象発生状況で発信回数が変動す
るため、計画値は設定しない

年度実績値

237

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

人

回

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

237

H23年度
　子ども防犯フォーラム
H24年度
　安全・安心なまちづくりセミナー

　

目標年度に目標を達成できそうである

―

○

○

合計

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

行森俊荘

改善項目

地域の実情を把握し、ニーズにあった計画を立てる

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

○メール連絡網の会員拡大
　消防メール、防災メール及び警察メールの普及で情報が重複する等
メール連絡網に対する意識が希薄となっているもので、各種団体に働き
かける必要がある。
○安全安心情報の発信
　タイムリーな情報を発信する。

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

住民周知の徹底及び適正な開催時期を検討する

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

催事開催の計画人員から参加率を
算出

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

転出等による減

要請を受け出前で講演を実施する
ことから計画値は設定しない

目標値
（目標年度）

428.00

23年度 24年度

409.00

-

－

48.00 40.00

100.00 100.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

人 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

－

計画値

実績値

100.00

100.00 100.00

100.00

－

－

－

－

アンケート等による

450.00 450.00

指
標

メール連絡網会員数
単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
安全安心に関する関心度

計画値

実績値

安芸高田市民のつどい参加
率

指　標　名

12.00 －
防犯講演

単位 計画値

回 実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

メール会員増加のため各種団体に働きかける③

年度実績値 100.00 100.00

弁護士による「法律講座（悪質商法）」を後援した

－％

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

060 総務部 危機管理室（防犯啓発推進事業）



年 月 ～ 年 月 ○

○

備考欄（留意事項）

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

○研修会その他会合により、情報・意見交換し、その都度問題
に対処している
○各地域における青色パトロール団体の設置の促進を行う必要
がある。
○配布した資材を有効に活用してもらい、活動に参加する体制
づくりに配慮する。
○安全安心なまちづくりのためには、警察活動に頼るだけでな
く、地域住民の防犯意識、地域防犯活動を補助することが不可
欠であることから継続的に実施する

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている10

電話
小林　義則

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）5625

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

防犯推進事業費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

総務部　危機管理室担当部課

作成者氏名

61

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

諸費経費

諸費経費

対　　　象
（誰のために）

防犯活動を行う市民団体及び防犯活動に関心のある市民

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

防犯活動推進事業

3 平成

○

―

○

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 防犯対策の充実
2

25 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

○緊急雇用対策での青色パトロールは犯罪発生に応じた活動を
タイムリーに実施しており、また市内をくまなく広報すること
で犯罪抑止に有効な手段となっており継続して実施する必要が
ある。

○身近な地域防犯活動として地域振興会での活動の輪がひろ
がっている。
○行政主体の防犯事業より、地域住民の防犯ボランティア活動
がコストがかからず効果が大きいことから、活動の補助に焦点
を絞る

4,514

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

13,636一般財源等合計 3,73912,453 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

○2,482一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

7,125

防犯施策を推進し、防犯活動に反映させ地域防犯意識を認識してもらう
安芸高田警察署及び防犯関係団体との連携を密にし、身近な犯罪件数を減少させる

青色防犯パトロール車による見守り防犯活動の支援
防犯ベスト、腕章の貸与及びステッカー、防犯手帳の配布

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等9,318 9,122

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 8,087

人件費

○

9,607

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

○

○

―

合計

○

○

―

9,607 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

4,366

8,714

4,318

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている ○地域の協力なくしては取り組めないことが多く、地域振興会
などの地域組織の連携が必要である。

―

－

ある。
○青色パトロールによる活動も同様で、各地域で活動の輪が広
がっている。
○地域安全推進員研修会は地域への情報発信手段として有効で
あり、継続して実施する必要がある。
○研修会開催回数は、警察と地域住民からの要望により、縮小
修正し、修正後の計画回数は達成した。

－

0.51

4,51413,636

28.00

244.00

30.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

9,173,923

37,444.5833,143.44

245.00

146.00

合計

人

指　標　名　等

3,739

必要人員

12,453

100.41%

－

3,601.70

青色防犯パトロール日数
（緊急雇用対策）

－

青色防犯パトロール車

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

40.00

8,087,000

合計

102.00

24年度

29.00

144,068

－

245.00

有
効
性

○

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

○

137.93% －

計画値

－

人

千円

244.00

0.51

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

パトロール人員４名、車両2台
平日勤務であり、平日に必ず1台
は実施する

年度実績値

2,482

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

台

日

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

9,607

向原町、高宮町等において青色防
犯パトロール車が増車となった

目標年度に目標を達成できそうである

―

○

○

合計

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

行森　俊荘

改善項目

「安全安心パトロール」事業についてパトロール内容
等、更に充実したものとするため検討を加える

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

○市が事業主体となり、２台の青色防犯パトロール車により「安全
安心パトロール」事業を実施している
○向原町、高宮町等において青色防犯パトロール車が１１台増車と
なった

解決できていない課題

○防犯ボランティア活動を実施していただいている地域住民の方の高齢
化に伴い、後継者育成に苦慮している地域がある

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

研修会による推進員に対する情報の周知徹底や教養の
実施

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

６町の合同研修会は１回として計上
（６町×８回）+青パト講習３回

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

青少年健全育成目的少年野球大会、
中学生野球大会、柔道剣道大会開催

向原町地域安全推進員が増員と
なった

目標値
（目標年度）

300.00

23年度 24年度

300.00

300.00

－

39.00 51.00

72.00 72.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

人 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

－

計画値

実績値

-

127.00 112.00

-

79.00

80.00

－

－

-

46.00

犯罪発生の計画値は計上しない

300.00 300.00

指
標

スポーツ大会参加人員
単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

回

単位

件
犯罪発生件数

計画値

実績値
地域安全推進員研修会開催

指　標　名

85.00 －
地域安全推進員

単位 計画値 70.00

人 実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

等、更に充実したものとするため検討を加える

③

年度実績値 127.00 112.00

防犯講演の要請を受け、吉田町・甲田町・向原町で防犯講演を実施した。

－件

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

061 総務部 危機管理室（防犯活動推進事業）



年 月 ～ 年 月 ○

○

備考欄（留意事項）

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

○新たな基準により6町の均一化を図り市管理防犯灯について
維持管理を行なった。中国電力による蛍光管交換の有償化（Ｈ
23年4月から）に伴い、ＬＥＤ化を促進するためLED防犯灯
補助金制度改正を施行した。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている10

電話
神田正広

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）5625

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

防犯施設管理事業費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

総務部　危機管理室担当部課

作成者氏名

63

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

諸費

諸費経費

対　　　象
（誰のために）

防犯・安全施設を利用する住民

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

防犯施設管理事業

3 平成

○

○

○

×

○

○

×

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 防犯対策の充実
4

25 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

○LED化によって、電気料金を低く抑えることができる。
○LED防犯灯補助金については指定工事店制度を取り入れ、補
助金申請手続を指定工事店が代行することとしたことで、地域
住民による手続を簡素化した。

○合併前の町毎に異なっていた防犯灯の維持管理基準を統一し
たことにより、市全域において地域管理防犯灯への補助要望に
対応しやすくなった。
○市管理の防犯灯についても、LED防犯灯へ計画的に取替えて
いく。

45,351

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

45,351一般財源等合計 51,17464,669 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

○6,004一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

防犯施設の維持整備を行うことで、犯罪の発生を未然に防止し、安全ですみやすい地域とする

・LED防犯灯設置事業補助金及び防犯灯設置事業補助金の交付
・市管理防犯灯の維持管理及びLED化の促進

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等39,425 0

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 64,669

人件費 0

○

6,004

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

×

○

○

○

○

合計

○

○

―

6,004 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

13,495

5,926

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている ○LED防犯灯設置事業補助金制度について、広報やホームペー
ジ、回覧で周知を図っている。

―

－

住民による手続を簡素化した。

－

45,35145,351

1,330.00

2.00 屋外監視カメラの設置。-

ー

286.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

1,228,084

35,088.1132,065.87

35.00

合計

人

指　標　名　等

51,174

必要人員

64,669

9.43%

－

32,401.57

市管理防犯灯のLED化数
387.00

LED防犯灯及び非LED防犯
灯設置事業補助金交付対象
灯数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 46,543,700

1,081.00

11,896,438

合計

24年度

1,394.00

35,026,095

－

100.00

有
効
性

○

―

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

77.55% －

33,388.59

2.00

計画値

－

人

千円

371.00

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

市管理防犯灯のLED化はほぼ完了
した。
計上の基数・コストは、市管理防
犯灯及び地元管理防犯灯の内、市
がLED化工事を施工したものの
数。危機管理室以外の部署が管轄
するものを含む。

年度実績値

6,004

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

基

基

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

6,004

　22年度から、地域防犯灯の
LED化を促進する補助金制度を開
始した。LEDへの取替の対象の防
犯灯数は、見込み値で3050基。
24年度末の取替実績値は3005
基。ほぼ完了した。

目標年度に目標を達成できそうである

―

○

○

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

行森　俊荘

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・平成22年10月にＬＥＤ防犯灯設置事業補助金交付要綱制定。
・同要綱において、指定工事店制度を導入。
・市の工事によって施工する防犯灯のLED化は、ほぼ完了した。
・地元管理の防犯灯についても、ほぼLED化が完了したものと見込
まれる。

解決できていない課題

・LED化の完了に伴って、防犯灯設置補助金制度を見直す必要がある。
・老朽化した木柱の取替に対する要望が増えている。
・設置場所の移設への要望が増えている。
・現行の制度は、補助金申請から受け取りの手続きが簡易な半面、不適
正な需給を受けやすい制度である。明朗な補助金交付ができるように、
手続きを見直す必要がある。

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

防犯施設管理費の電気料金の内、
防犯カメラを除いた額。

－

年度－

100.00%

2.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

屋外監視カメラの設置。
平成23年度から実施。
総設置数４基（24年度末現在）

目標値
（目標年度）

942,375.00

2.00

23年度 24年度

-

2.00

1,682,100

841,050.00

－

1,321,000.00 1,124,598.00

1,344,000.00 1,303,200.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値
防犯カメラ設置基数

対　前　年　比

基

－

2.00

計画値

実績値

-

127.00 112.00

-

－

－

-

1,172,300.00

計画値は設定しない。

1,884,750

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

円

単位

件
犯罪発生件数

計画値

実績値

防犯灯維持管理費（電気
代）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 127.00 112.00

　防犯灯の整備及び屋外監視カメラの設置は、犯罪発生の抑止や検挙に効果があるものと考えられる。し
かしながら、犯罪発生要因は多様であり、犯罪発生件数の比較のみでこの事業による効果を指標化するこ
とは困難である。

－件

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

063 総務部 危機管理室（防犯施設管理事業）



年 月 ～ 年 月 ―

―

備考欄（留意事項）

職員が公務を行う上で必要な対策である。

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

防犯推進事業費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている10

電話
小林　義則

市民のニーズを的確に把握している

0826
（42）5625

1

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

総務部　危機管理室担当部課

作成者氏名

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

64

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

諸費経費

諸費経費

対　　　象
（誰のために）

不当要求を受けた職員
全職員

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

不当要求行為等対策事業

7 平成

○

○

○

―

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 17

施　 策 防犯対策の充実
2

25 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

―

不当要求案件処理能力が向上している。

2,6972,697 一般財源等

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

規則や要綱に沿った対応を職員１人ひとりが理解し、充実する
ことが必要である。

合計 3,0823,082 一般財源等 合計

効
率
性

受益者負担

―0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

全職員が不当要求行為に対して毅然と対応できる体制を構築し、公務の公正かつ円滑な執行と職員の安全を確保する

不当要求行為等の対応研修及び不当要求案件の処理

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等72

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費

人件費

―

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

―

―

―

○

×

○

合計

×

―

○

0 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

3,082 2,625

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている 市職員を対象とする事業なので、市民参画の対象とならない。

×

0.31

2,697

410.00

2,697

429.00

23年度

－

－

－

103.00

合計

人

指　標　名　等

3,082

必要人員

3,082

時間外勤務手当 千円

実績値

計画値 429.00

150.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

280.00

合計

62.00

24年度

231.00

42,000

－

－

有
効
性

―

×

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

○

121.21% －

計画値

－

人

千円

0.36

単位当たりコスト①

不当要求行為等対応研修会

－

25年度

人

千円

年度実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

0

全職員を対象とする

目標年度に目標を達成できそうである

―

―

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

行森　俊荘

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

解決できていない課題

○安芸高田市暴力団排除条例を制定したが、運用面での要綱等の制定が
急務である。
○不当要求行為等対策委員会の開催。
○各部署による案件対応能力の向上。

改善項目

年度

年度

年度

管理職を対象とする

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

－

年度－

－

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

23年度 24年度

0.00 1.00

1.00 1.00

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－

計画値

実績値

1.00

0.00 0.00

1.00

－

－

-

1.00

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

回

単位

回

不当要求行為等対策委員会
開催

計画値

実績値

不当要求行為等対応責任者
研修

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 0.00 0.00 －回

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

064 総務部 危機管理室（不当要求行為等対策事業）



年 月 ～ 年 月 ○

○

備考欄（留意事項）

款 02

国や県と重複のない事務事業である

01

チェック

■市内4ヶ所の既存施設の課題
　・30年以上経過し、老朽化が著しく、維持管理経費が増大
　・ダイオキシン対策等の環境汚染防止設備が未設置
　・体型の大型化に伴い、大型棺に対応した火葬炉が必要

■集落を取り巻く課題
　・集落の高齢化、戸数減少により、講中葬が困難化
　・葬儀が困難な構造の住宅の増加
　・通夜、葬儀と火葬を一箇所で執り行いという要望の増加

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている07

電話
玉井　郁生

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）5612

01 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

葬斎場施設整備事業費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

企画振興部　政策企画課担当部課

作成者氏名

115

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

企画費

企画調整等に要する経費

対　　　象
（誰のために）

①安芸高田市内外の遺族・親族、通夜参列者、葬儀参列者、火葬参列者、収骨参列者
②安芸高田市内外のペット飼育者（動物火葬関係）
③安芸高田市内外の病院関係者（汚物火葬関係）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

葬斎場整備事業

3 平成

○

○

○

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 葬斎場の整備
06

25 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

■既存施設の統合と葬儀機能の併設整備
　・維持管理経費の削減と利便性の向上
■有利な財源の活用
　・合併特例債の活用による財政負担の軽減

■維持管理経費の削減
　・老朽施設の廃止、施設集約による維持管理経費の削減
■環境汚染防止対策
　・施設の新設による、環境汚染防止対策の実施
■同一施設内での、火葬、葬儀の執行
　・葬儀式場を併設することによる、利便性の向上

1,291,577

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

1,291,577一般財源等合計 245,055245,055 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

○0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

①現有火葬施設は建築後30年以上経過しておりダイオキシン等の生活環境基準を満たす環境汚染防止設備にする。
②火葬時間を1時間１０分程度に短縮します。
③集落の高齢化や戸数の減少に伴い講中葬が困難になりつつある現実、近年の住宅は葬儀が困難な構造になっている現実に
対応します。
④通夜・葬儀と火葬を一箇所で一緒に執り行いたいという要望や、公立の施設を安価に提供するという福祉的な側面もあり平成24年度事業として、葬斎場建築工事（建築本体、電気設備、機械設備、火葬炉設備）を施工する。
併せて、水道管布設工事、交差点改良（右折レーン）設置工事等の関連工事を実施する。
平成25年4月の供用開始をめざし、諸手続きを行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,282,204

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 245,055

人件費

○

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

―

―

○

○

○

合計

○

○

―

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

9,373

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている ■葬斎場建設予定地周辺集落の住民懇談会の開催
■支所別懇談会等での説明、質疑応答
■広報誌等により、計画を市民に周知

―

　・合併特例債の活用による財政負担の軽減

－

1.10

1,291,5771,291,577

16.00 84.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

合計

人

指　標　名　等

245,055

必要人員

245,055

－

940,240.00

葬斎場本体建設

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

100.00

合計

280.00

24年度

0.00

94,024,000

－

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

○

#DIV/0! －

計画値

－

人

千円

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

年度実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

％

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

0

葬斎場１箇所の建築を目的とする
事から、総事業費に対する年度毎
の執行予算により指標を設定す
る。

年度事業費／総事業費

目標年度に目標を達成できそうである

○

○

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

山平　修

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

　平成24年度末で事業完了
　平成25年4月1日　稼働開始

解決できていない課題

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

23年度 24年度

－－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

－

計画値

実績値 －

－

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 －

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

115 企画振興部 政策企画課（葬斎場整備事業）



年 月 ～ 年 月19

火葬場費

一般会計25 3

1

款 4

大事業 1

主な
関連

予算・
事業名

会計名

中事業

1

対　　　象
（誰のために）

安芸高田市民

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

火葬場施設管理・運営事業

4

3.安全で快適な生活環境の創造

施　 策 火葬場等の管理運営

平成

主要施策

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

6

電話

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市民のニーズを的確に把握している

チェック

井木　一樹

116

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

○項

目

1

市民のニーズが適正に反映されている

火葬場運営費

火葬場管理運営費 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である妥
当
性 市以外が実施主体になりえない事務事業である

衛生費

国や県と重複のない事務事業である

保健衛生費

○

×

○

○

×

備考欄（留意事項）

安心して常に火葬業務が実施できるように、老朽化している火
葬場施設を維持・管理していかなければならない。　新しい葬
斎場の建設が決定している現況では、老朽化している各施設の
大規模な修繕が実施できないため、現場の火葬従事者と連携を
とりながらの場当たり的な修繕を余儀なくされている。

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

市民部　市民生活課 0826
（42）1126

担当部課

作成者氏名

○

○利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

○
事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

事務事業の効果を適正に把握している

老朽化している4火葬場施設について定期点検・修繕等を実施しながら、維持管理をする。
平成25年度から供用開始予定の新葬斎場についても、適正な施設管理を行うために施設管理条例等を策定し、火葬業務が
円滑に行えるようにする。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

コスト（千円）

直接事業費

財源（千円）

直接事業費 23,581

一般財源等合計

×

○

受益者負担を検証している

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

当初予定した実施項目が達成できた人件費

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

利用者の要請に対し、常に火葬業務が実施できるように施設を維持管理する。

コスト

23年度 24年度

国県補助金等

13,340

26,494

25年度

91,965

受益者負担

財源（千円） コスト（千円）

21,637

コスト（千円）

2,913

72,900

受益者負担 人件費 4,133

91,965

受益者負担14,145

一般財源等 25,770 11,625一般財源等

人件費 19,065

合計 13,154 合計 ―

効
率
性

単位あたりコストを削減することはできない

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

内　　　容

市民の要望どおり、常に火葬業務が実施できるよう老朽化して
いる火葬場施設の火葬炉の定期点検を実施し、新しい葬斎場が
建設されるまでは、最低限の修繕を行いながら維持管理を実施
している。

○

×

×

○

×

×

○

×

×

―

火葬業務という内容から鑑みて特殊業務であり、合併前からの
個人や一部法人との契約を継承しており、業務委託料などのコ
スト効率性を追求できていない。
　新しい葬斎場は、指定管理者制度などの運用により市以外の
実施主体で管理運営を行うことでコストなどの削減が期待でき
るが、老朽化した現在の火葬場では難しい。
　平成25年度の葬斎場の管理経費は、霊柩車運行業務も含め
た指定管理委託料と旧火葬場の解体工事に係る予算を計上して
いるため、大きく増額している。  新葬斎場は、従前の火葬場
になかった待合室や式場などが設置され、空調設備など整備を
されているため、施設管理経費は増大してしまう。今後の運営
により指定管理委託料を精査検証していかなければならない。

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

市民への情報提供を行っている

平成2４年度市内４火葬場の修繕
費
・蓬莱苑　　　593,250円
・光台苑　　　101,325円
・甲田火葬場　  20,000円
・流雲閣　　　　　　　0円
　合　計　　　714,575円

年度

目標年度に目標を達成できそうである

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

平成2４年度市内火葬件数
・蓬莱苑　　 212件
・光台苑　　 124件
・甲田火葬場　62件
・流雲閣　　　66件
　合　計　　 464件

714,575.00

計画値

円

対　前　年　比

単位

単位

件

対　前　年　比

コ ス ト

火葬件数

実績値

合計

専門性をもった人材を活用できている

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

千円

26,494

千円 千円

72,900

人

91,965

人

25,770

0.50

11,625

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

－

0.55

単位当たりコスト①

－

500.00

91.16%

実績値

－

時間外勤務手当

今後の計画値
（計画年度）

－

16.00

23年度

合計

人

指　標　名　等

13,154

必要人員

－

500.00

－

464.00

1,480,000.00

年度

合計

39.00

24年度

509.00

－

維持修繕費
計画値

22.51%

－

－

7.00

有
効
性

―

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

500.00

コ ス ト

3,174,865.00

7.00

単位当たりコスト②

1,900,000.00

－

活
動
・
結
果
指 平成2４年度市内火葬炉点検回数

している。

―

―

―

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）
単位

単位 計画値

実績値

　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

日
業務不能日数

計画値

実績値

指　標　名

火葬1件当たり費用

－

0.00計画値 －

－ 年度

－

0.00

－

計画値

コ ス ト

0.00%

7.00

実績値

0.00

0.00 0.00 －

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値
定期点検回数

対　前　年　比

回

計画値

7.00

7.00
指
標

単位

{（管理経費－施設使用料）}÷火
葬件数

23年度 24年度

25,843.00 25,054.00

25年度

年度

平成2４年度市内火葬炉点検回数
・蓬莱苑　　　未実施
・光台苑　　　未実施
・甲田火葬場　未実施
・流雲閣　　　未実施
※最後の年度となるため点検業者
と協議の上必要に応じて実施。

目標値
（目標年度）

年度

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

－

－

－

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

今年度までに実施した改善内容

優先的に継続する

老朽化している4火葬場施設について定期点検・修繕等を実施しな
がら、維持管理をしてきた。
平成25年4月から供用開始する新葬斎場の管理運営方法を検討し、
指定管理者制度を導入した。

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

解決できていない課題

　老朽化した旧4施設の解体と、跡地活用の検討が必要である。

中村　慎吾

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

改善項目

①

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

日

指標化できない成果
常に火葬業務が出来るように維持管理をしていなければならない。
新葬斎場の管理運営を決定していく事務量

実績値 0.00 0.00 －

③

年度
ｱｳﾄ

ｶﾑ

116 市民部 市民生活課（火葬場施設管理・運営事業）



年 月 ～ 年 月25 3

保健衛生費

大事業

1

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

1

主な
関連

予算・
事業名

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

対　　　象
（誰のために）

施　 策

主要施策

安芸高田市民

火葬場等の管理運営
火葬場運営費

平成

作成者氏名
霊柩車管理運営事業

4

117

事務事業の概要（Plan）

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

担当部課

款

事務事業名

目

1

6

実施期間 平成 19

1

（42）1126

中事業

4

国や県と重複のない事務事業である

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

火葬場管理運営費

火葬場費

一般会計

衛生費

項

井木　一樹
備考欄（留意事項）

平成２４年度事務事業

事務事業の評価（Check）

チェック
チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、

「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

市民部　市民生活課 0826
電話

市民のニーズを的確に把握している

市以外が実施主体になりえない事務事業である

○

×

―

×

○

○

　安心して常に火葬業務が実施できるように、老朽化している
火葬場施設・霊柩車を維持・管理していかなければならない。
　新しい葬斎場の建設が決定している現況では、老朽化してい
る各施設の大規模な修繕が実施できないため、霊柩車も毎年の
点検結果を検証しながら場当たり的な修繕を余儀なくされてい
る。
　最近の葬斎場は、指定管理者制度などの運用により市以外の
実施主体で管理運営ができるが、老朽化した現在の火葬場・霊
柩車では難しい。

○

○

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

×

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

成果指標について当初設定した計画値が達成できた0

×

霊きゅう車の定期的な点検、修繕等を実施しながら維持管理を行う。
平成25年4月から供用開始する新葬斎場の管理運営方法と車両運行管理方法を検討し決定する。

×

直接事業費

―

受益者負担

0

効
率
性

単位あたりコストを削減することはできない

×

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

×

×

○

受益者負担を検証している

2,497

コスト

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

受益者負担

財源（千円）

直接事業費 9,295

人件費

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

財源（千円）

火葬施設利用者の要請に対し、常時霊きゅう車が運行できるように車両を維持管理する。

23年度

国県補助金等 国県補助金等10,032

コスト（千円）

内　　　容

1,653

コスト（千円）

24年度

 直接事業費 国県補助金等

財源（千円） コスト（千円）

25年度

人件費

一般財源等合計 11,79211,792 一般財源等

人件費 受益者負担

11,68511,685合計 0一般財源等合計

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

×

―

×

○

市民の要望どおり、常に火葬業務が実施できるよう老朽化して
いる火葬場施設の火葬炉の定期点検や霊柩車の車両点検を実施
し、新しい葬斎場が建設されるまでは、最低限の修繕を行いな
がら維持管理を実施している。

霊柩車の運行業という内容から鑑みて特殊業務であり、合併前
からの個人や法人との契約を継承しており、業務委託料などの
コスト効率性を追求できていない。
　新しい葬斎場は、指定管理者制度などの運用により市以外の
実施主体で管理運営を行うことでコストなどの削減が期待でき
るが、老朽化した現在の火葬場では難しい。

○

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

事務事業の効果を適正に把握している

―当初予定した実施項目が達成できた

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円
改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

―

―

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

0

平成2４年度市内火葬件数
・蓬莱苑　　 212件
・光台苑　　 124件
・甲田火葬場　62件
・流雲閣　　　66件
　 合 計　　  464件

市
民
参
画

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

人

千円

年度

対　前　年　比

単位

コ ス ト

―

―

―

―

市内霊きゅう車台数
・蓬莱苑　　1台　　毎年車検
・光台苑　　2台　　2年車検
・甲田火葬場1台　　2年車検
・流雲閣　　1台　　毎年車検
平成25年度から3台を指定管理者制
度により業務委託業者が運行する。

有
効
性

―

○

―

備 考
（指標の計算方法、算式等）

台

年度

単位当たりコスト①

対　前　年　比 －

車両法定検査台数

464.00

4.00

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

千円16.00

－

今後の計画値
（計画年度）

25年度

500.00

－133.33%

23年度 24年度

509.00

－

単位

件

合計

人

実績値

千円

計画値
火葬件数

14.00

－

計画値

実績値

指　標　名　等

11,792

必要人員

11,792

活
動
・
結
果
指

時間外勤務手当

0.30

単位当たりコスト②

コ ス ト

3.00

－

3.00 4.00 －

－

－

500.00

91.16%

0.20

11,68511,685合計

人

0合計 がら維持管理を実施している。

―

―

専門性をもった人材を活用できている

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

目標年度に目標を達成できそうである

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

計画値

　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

日
運行不納日数

計画値

実績値

計画値

コ ス ト

対　前　年　比

単位

0.00

火葬件数

0.00 0.00

指　標　名

－

－

0.00

実績値

単位

－

計画値

実績値

0.00

25年度

500.00

目標値
（目標年度）

備 考
（指標の計算方法、算式等）

－ 年度

－

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

指
標

単位

計画値

23年度 24年度

509.00 464.00

500.00

完了した

縮小して継続する継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

－

－

年度

年度

年度

Ｈ25年度から供用開始される新葬斎場で使用しない大型霊柩車（流雲
閣・蓬莱苑）に対しては、大規模修繕・消耗品交換は実施できない。
使用しない2台の霊柩車を財産管理課において、処分する方法の検討が必
要である。
指定管理者制度の運用により葬斎場管理・運営事業に統合する。

①

②

市内火葬件数の合計

年度

予算（大事業）名改善項目

中村　慎吾主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

解決できていない課題

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

優先的に継続する

老朽化している4火葬場施設同様に霊柩車についても定期点検・修
繕等を実施しながら、維持管理をしてきた。

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

日

指標化できない成果
霊柩車の運行について常に安全で確実な体制を整えている。

0.00 0.00 －実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

117 市民部 市民生活課（霊柩車管理運営事業）



年 月 ～

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 災害に強いまちづくりの推進
1中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

○

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

河川維持管理事業

3

河川維持費

河川維持管理費

対　　　象
（誰のために）

河川を利用する市民、河川の周辺住民
市が管理する普通河川等について、占用・改築などを要望する者、またそれらを利用する者

一般会計

56

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

土木費

河川費

建設部　管理課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（47）1201

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

河川維持管理費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
河野　恵

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

・普通河川等保全条例第1条の規定に準じ、個人等が占用・改
築申請をし、市及び関係機関が適正な審査をし許可する。

款 8

国や県と重複のない事務事業である

3

○

×

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

5,074

6,421

4,606

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

○

○

合計

○

○

○

―

○

○

○

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

×

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 12,117

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

河川の浚渫、護岸の補修工事を行い機能維持に努める。
占用・改築については普通河川等保全条例第1条の規定等に準じ、適正に許可する。

河川に土砂が堆積しているため浚渫、崩壊護岸の補修
占用・改築については、申請に基づき、利便性を考慮しながら審査し、指導や境界確認、占用・改築工法等の手続きを行
う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等11,192 6,236

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

―一般財源等合計合計 10,77017,191 一般財源等 15,798

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

9,562

・占用・改築については、河川法等に基づき、適正に対処して
いく。必要に応じて専門的職員の助言を仰ぎ、指導していく。

・樋門の点検・操作を行うことにより、出水時における河川増

・各現場において施工方法が異なるため現状の実施方法が適切
と思われる。

×

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

―

―

合計

―

―

0

国河川の樋門管理　６９ヶ所
県河川の樋門管理　１１ヶ所

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

箇所

団体

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

美化団体数

年度

人

千円

23.00

0.60

単位当たりコスト①

103.90% －

計画値

－

有
効
性

―

―

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

合計

60.00

24年度

77.00

－

24.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

80.00

美化団体数
23.00

樋門管理

－

実績値

計画値

91.30%

－

109.00

合計

人

指　標　名　等

10,770

必要人員

17,191

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

21.00

80.00

20.00 5.00 河川の占用・改築の申請件数

15,798

77.00

－

0.55

9,562 ・樋門の点検・操作を行うことにより、出水時における河川増
水を最小限に抑えることができる。

・樋門管理については国・県から市に委託され、それを地元に
再委託している。しかしながら高齢化等により再委託先がみつ
からない場合がある。

―

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

指
標

単位

単位

－

－

計画値

実績値

－実績値

単位当たりコスト③

実績値
占用・改築申請件数

対　前　年　比

件

計画値

コ ス ト

計画値

－－

20.00

23年度 24年度

20.00

5.00

25.00%

5.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

河川の占用・改築の申請件数

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

賀志古　恵

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果
状況に応じて現地調査し対応している。
法厳守と早期の事務処理

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

056 建設部 管理課（河川維持管理事業）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 17

施　 策 災害に強いまちづくりの推進
1

27 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

×

○

○

×

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

河川改良事業

3 平成

河川改良費

河川改良費

対　　　象
（誰のために）

当該河川に隣接する地域住民、または下流域の市民。

一般会計

57

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

土木費

河川費

建設部　建設課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

0826
（47）1208

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

河川改良費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている4

電話
山口　幸弘

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

実施に当たっては、当該地元説明を行いながら実施している。
サービスの適正に関しては、当該河川の計画が過剰な計画に
なっていないかで判断している。他事業との統合については、
県管理河川事業等と統合できる可能性はある。

款 8

国や県と重複のない事務事業である

3

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

2,095

0

2,091

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

○

5,500

×

○

合計

○

○

○

○

○

○

×

5,500

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 5,089

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

狭小な河川の断面を、災害の起きにくい安全な河川へと改良整備を行い、市民への安全と災害防止を図る。

合併当初から継続事業として引き継いだ河川の整備とともに、危険河川の調査及び整備計画の策定を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等2,910 0

5,500

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

×合計合計 7,1847,184 5,001

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

5,001

成果指標・目標達成等については、河川事業への予算配分が現
在の
市の財政状況では厳しい状況である。担当する人材について

現在の改良計画は、当該河川の流量等を勘案し断面を決定し、
二次
製品等を利用するなどコスト縮減に取り組んでいる。人件費を
削減すればコストの縮減は可能である。しかし、現状からの人
数の削減では事業対応が困難になる。

○

単位あたりコストを削減することはできない

の評価を行っ

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

○

―

合計

○

○

5,500

指標（整備率）
当該年度整備済延長/当該年度計
画総延長
実績値は単年度ベース
２4年度については用地補償調査
のため計画値はない

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果

単位

ｍ

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

5,500一般財源等

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

年度H26

人

千円

0.25

単位当たりコスト①

#DIV/0! －

#DIV/0!

計画値

－

有
効
性

×

×

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

一般財源等合計

25.00

24年度

0.00

5,000,550

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 7,184,350

0.00
事業河川の整備延長

－

実績値

計画値

－

#DIV/0!

26.00

合計

人

指　標　名　等

7,184

必要人員

7,184 一般財源等

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

0.00

5,001

0.00

－

0.25

5,001 は、現在事務職員が事業の経験を生かし対応している。

改良計画段階から地元住民には説明会等により協議及び情報の
提供を
行っている。

×

25.00

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

実績値
河川整備率

指
標

単位

単位

単位当たりコスト②

17.00

計画値

－実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－

－

0.00 0.00

0.00 0.00

－

23年度 24年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

指標（整備率）
当該河川整備済延長/当該河川計画総
延長

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

H26

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

河川改良断面を勘案し、二次製品を利用することに変更してコスト
縮減を行った。

解決できていない課題

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

西原　裕文

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－実績値 年度

③

②

ｱｳﾄ

ｶﾑ

057 建設部 建設課（河川改良事業）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 災害に強いまちづくりの推進
2

25 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

―

○

―

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

道路・河川災害復旧事業

3 平成

道路維持費

道路維持費

対　　　象
（誰のために）

市道、河川を利用する市民

一般会計

58

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

土木費

道路橋梁費

建設部　建設課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（47）1208

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

県委託県道道路維持費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
登　田　　晃

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

◎地元住民の通報及び市職員のパトロールにより発見した災害
箇所の調査を行い災害申請を行う。
災害発生から査定終了後、実施設計書作成、工事発注となり相
当の時間を要する。そのため、災害発生後の速やかな復旧とは
ならず地元住民に待ってもらうなど事務処理の簡素化が求めら
れる。
◎市民の通報等により災害申請を行っても全てが認定されない
場合、また通報を受けても災害として認定できない軽微な箇所
があり、全てのニーズに反映できない場合がある。

款 8

国や県と重複のない事務事業である

2

○

×

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

7,542 6,692

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

―

2

○

合計

―

○

○

―

―

―

○

2

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 1

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

災害で崩壊した箇所の復旧を行い機能維持を図る。

台風、梅雨前線等の豪雨により崩壊した道路の路肩、法面の復旧、河川の増水による護岸崩壊の原形復旧

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等71,502 30,868

2一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

―一般財源等合計合計 7,5437,543 一般財源等 78,194

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

47,326

◎当年度で発生した災害を復旧するものであり、計画的な事業
ではないが、発生後は復旧が完了するまでを事業期間とするた
め、目的達成が出来る内容である。
ただし、気象条件や工事作業用地の確保等で時間を要すること

◎人件費削減及び部分的に作業委託も考えられるが、補助金申
請や災害査定受験等難しい面もある。
災害復旧工法については国及び県の指針により工法が決まって
おりコスト削減が困難である。

―

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

○

―

合計

―

○

2

平成23年度河川等公共施設災害
発生件数は０件
平成24年度河川等公共施設災害
発生件数は12件

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

箇所

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

2

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

年度

人

千円

0.90

単位当たりコスト①

#DIV/0! －

#DIV/0!

計画値

－

有
効
性

―

×

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

○

合計

79.00

24年度

0.00

78,194,000

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 7,543,000

12.00
道路、河川災害復旧事業

－

実績値

計画値

－

6,516,166.67

95.00

合計

人

指　標　名　等

7,543

必要人員

7,543

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

0.00

78,194

0.00

－

0.80

47,326 ただし、気象条件や工事作業用地の確保等で時間を要すること
があり次年度に繰り越すこともある。
平成２３年度の災害は発生していない。

◎現在は事務職員が過去の経験を基に災害対応を行っている。
そのため、専門性を持った人材の対応となっていない。また、
能力開発等についても多様な事務を兼務しているため、能力開
発等に対応できていない。

×

0.00

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

箇所

単位

計画値

実績値
復旧件数

指
標

単位

単位

－

－

0.00

計画値

実績値

－実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－

0.00 12.00

0.00 0.00

－

23年度 24年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

岩　崎　邦　久

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果
災害の発生状況に応じ、可能な限り迅速な対応を行っている。

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

058 建設部 建設課（道路・河川災害復旧事業）



年 月 ～ 年 月 ○

○

備考欄（留意事項）

款 8

国や県と重複のない事務事業である

2

チェック

◎急傾斜地崩壊対策事業実施箇所の管理は、本来県であり、市
が委託を受け実施している。また、危険も伴うため他の団体が
実施主体になるのは難しい。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
登　田　　晃

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（47）1208

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

県委託県道道路維持費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

土木費

道路橋梁費

建設部　建設課担当部課

作成者氏名

59

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

道路維持費

道路維持費

対　　　象
（誰のために）

急傾斜指定区域の住民

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

急傾斜地維持管理事業

3 平成

○

○

○

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 災害に強いまちづくりの推進
2

25 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

◎事業内容としては、急傾斜地の草刈り業務であるため、有効
性の検証はなじまない。

◎当年度での目標は達成できた。

2,975

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

3,975一般財源等合計 1,2582,258 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

―60一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

1,000

急傾斜地内の除草を行い、住民の安全、安心を確保する。

急傾斜地内の法枠内の除草

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,060 1,000

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 1,001

人件費

○

1,060

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

―

○

○

―

○

○

○

合計

―

○

―

1,060 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

1,257

1,000

2,915

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている ◎急傾斜地の草刈り業務であり、危険が伴うため市民の参加は
難しい。

―

2,285.00

－

0.35

2,9753,975

2,285.00 2,285.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

16.00

合計

人

指　標　名　等

1,258

必要人員

2,258

－

1,739.61

除草面積

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 2,258,000

2,285.00

合計

35.00

24年度

2,285.00

3,975,000

－

有
効
性

―

―

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

○

100.00% －

988.18

計画値

－

人

千円

0.15

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

年度実績値

60

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

㎡

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

1,060

法面の除草面積
人件費を除くコスト

目標年度に目標を達成できそうである

―

―

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

岩　崎　邦　久

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

23年度 24年度

－－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

－

計画値

実績値 －

－

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値
1㎡当たりのコスト

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値

法面の除草により、家屋等の安全確保及び景観の維持が行われている。

－

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

059 建設部 建設課（急傾斜地維持管理事業）



年 ～ 年

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

昭和 29

施　 策 住宅対策の充実
1

継続

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

―

○

○

―

○

×

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

8

市営住宅等維持管理事業

平成

住宅管理費

住宅管理費

対　　　象
（誰のために）

市営住宅等の入居者及び市営住宅の多様なニーズに対応した入居を希望する人。

一般会計

68

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

土木費

住宅費

建設部　住宅政策課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（47）1202

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

住宅管理費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
井上　厚夫

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

　市営住宅等の適正な管理は、ゆとりある住まいを形成してい
くために必要な事業である。

款 5

国や県と重複のない事務事業である

1

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

11,319

2,264

13,364

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた56,294

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

×

×

12,336

○

合計

×

×

○

○

○

―

×

12,336

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 12,944

人件費 55,563

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

600

市営住宅の適正な管理を行うとともに、「ゆとりある住まい」づくりを推進する。

・市営住宅の適正な維持管理
・空き家になった市営住宅の入居募集
・住宅使用料の徴収率の向上

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等12,924 1,557

59,781

▲ 44,558一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

×一般財源等合計合計 ▲ 37,78224,263 一般財源等 26,288

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

▲ 30,832

　空室になった市営住宅等の募集を速やかに行う。現年度徴収
率の向上に努める。老朽住宅の処遇。収入超過者・高額所得者
に対する対応。（働きかけの必要性）

　を縮減していくためにも、指定管理者制度等を利用し、管理
運営形態を見直す必要がある。
　また、住宅使用料の徴収率を向上させるための取り組みとし
て、今後は電話や訪問等のさまざまな方法を組み合わせて、入
居者と日常的にコミュニケ―ションを取っていく必要がある。

×

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

○

―

合計

―

―

12,336

年度末市営住宅等の管理戸数を計
上

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

戸

戸

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

▲ 44,558

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

年度末市営住宅等の入居可能戸数
を計上。（計画値及び実績値は住
宅全戸数から老朽住宅等を控除し
たもの）

年度

人

千円

243.00

1.35

単位当たりコスト①

100.00% －

238.00

計画値

－

有
効
性

×

―

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

合計

139.00

24年度

266.00

－

245.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

266.00

入居可能戸数
243.00

住宅管理戸数

－

実績値

計画値

100.82%

－

147.00

合計

人

指　標　名　等

▲ 37,782

必要人員

24,263

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

245.00

245.00

266.00

238.00 238.00 年度末市営住宅等の入居戸数を計

26,288

266.00

－

1.60

▲ 30,832

公営住宅管理審議会を開催し、今後の住宅施策を検討する。

―

266.00

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
使用料徴収率

計画値

実績値
入居者

指
標

使用料徴収金額
単位

単位

59,702,000 61,439,900

97.50

－

－

97.60

98.00

現年度分徴収率計画値

実績値

97.00

97.30 95.04

－

238.00

円 実績値

単位当たりコスト③

実績値
入居戸数

対　前　年　比

戸

計画値

コ ス ト

計画値

60,595,400

－

98.00 96.70

98.00 98.00

－

58,105,500

238.00

23年度 24年度

238.00

237.00

58,398,300

99.58%

238.00

住宅管理費

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

現年度分徴収金額

年度末市営住宅等の入居戸数を計
上。（計画値及び実績値は住宅全
戸数から老朽住宅等を控除したも
の）

目標値
（目標年度）

年度

老朽住宅については、全体数から控
除している（入居戸数実績／入居可
能戸数）

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

指定管理者制度の導入。

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・老朽化した市営住宅入居者を他の住宅へ移転していただくことに
より、安全で快適な住宅改善を行った。

解決できていない課題

・指定管理者制度の導入。
・住宅使用料の徴収率を向上させるための取り組みとして、今後は電話
や訪問等のさまざまな方法を組み合わせて、入居者と日常的にコミュニ
ケーションを取っていく必要がある。住宅の建築年限の経過に伴い維持
修繕を計画的に行っていく。

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課長　青山　勝

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

％

指標化できない成果

－実績値 97.30 95.04 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

068 建設部 住宅政策課（市営住宅等維持管理事業）



年 ～ 年 ○

×

備考欄（留意事項）

款 8

国や県と重複のない事務事業である

5

チェック

低額所得者の住宅不足を緩和するためや、安全で快適な生活環
境を確保するために、市営住宅の整備は必要な事業である。
地域別に市営住宅の供給にばらつきがあり、地域ごとのニーズ
に答えられていない面がある。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
住田　一幸

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）1202

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

公営住宅の建設に要する経費 住宅建設費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

土木費

住宅費

建設部　住宅政策課担当部課

作成者氏名

69

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

住宅建設費

公営住宅の建設に要する経費 住宅建設費

対　　　象
（誰のために）

住宅ニーズに対応した市内・市外の方。

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

市営住宅等整備事業

平成

○

○

○

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

昭和 29

施　 策 住宅対策の充実
1

継続

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

住宅建設事業については、現在市の財政状況では厳しい状況が
あり、当面着手の予定はない。
市営住宅跡地及び遊休地を利用し定住促進に向けた分譲団地の
整備を進める。

老朽化した住宅については、安全面・環境面から経費がかかる
ため除却を行う。長寿命化計画を基に計画的に修繕及び改善を
行う。
分譲団地整備については、専門的な知識・技術を要するため、
計画・工事・分譲までを民間事業者の提案・施工で実施するこ
とにより、よりスムーズに整備・分譲を進めることができる。

36,748

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

43,790一般財源等合計 59,29376,080 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

○49,624一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

13,792

魅力ある市営住宅の整備や定住促進事業、また、地域経済の活性化と市民の生活環境の向上を図るための事業を行うことに
より、快適で賑わいのあるまちづくりを進める。

老朽住宅の除却を行う。
市有地を活用した若者定住団地整備・分譲を行う。
子育て・婚活世帯への定住促進を図るための補助事業を行う。
市民が行う住宅のリフォーム工事に対する補助事業を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等31,679 7,042

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 66,438

人件費

×

63,416

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

×

×

―

○

○

○

合計

×

×

×

63,416 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

9,642

16,787

12,111

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

4.00

整備を進める。

－

1.45

36,74843,790

11.00

－

2,500.75

0.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

0

0.0013,526.23

0.00

126.00

合計

人

指　標　名　等

59,293

必要人員

76,080

0.00%

－

0.00

分譲団地整備面積
4,018.82

市営住宅の除却戸数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 7,212,950

0.00

54,359,500

合計

126.00

24年度

11.00

0

－

0.00

有
効
性

○

×

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

0.00% －

655,722.73

計画値

－

人

千円

H264,018.82

1.15

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

0.00 市営住宅跡地の団地整備面積
コストは事業費＋人件費

年度

2.00

H26実績値

49,624

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

戸

㎡

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

63,416

老朽化が進んでいる市営住宅の除
却
コストは事業費＋人件費

目標年度に目標を達成できそうである

○

○

○

合計

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

課長　青山　勝

民間活力も含めた定住団地整備事業費の計上住宅建設費

改善項目

定住施策として市有地や民有地を活用した民間事業者
による若者定住団地整備の支援事業を実施

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・安全・安心・住環境リフォーム普及促進事業を開始し、市民へ補
助金を出すことにより、地域経済の活性化と市民の生活環境の向上
を図ることができた。
・定住促進団地の分譲を行い、一定の若者定住促進を図れた。

解決できていない課題

・長寿命化計画による計画的な修繕工事の予算確保。
・少子高齢化に伴う、総合的な定住施策の取り組み。
・民間事業者の知識・技術を活用した分譲団地の整備。

H26

計画的な解体除却費の計上

H28 年度

年度

H28

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

耐用年限を超えた老朽化した市営住宅については計画的に
解体

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

H23年度から指標　H20～H28
用途廃止住宅戸数予定(81戸)

100.00

－

年度－

住宅建設費

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

H24募集戸数　12戸

市有地を利用した定住促進団地の
分譲戸数

目標値
（目標年度）

0.91

－

23年度 24年度

－

1.70

－

－

80.25 80.25

80.25 80.25

－

計画値

コ ス ト

計画値

倍 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

－

計画値

実績値

100.0046.80

46.80 46.80

46.80

－

6.00 8.00

－

－

77.55

85.19

H23年度から指標　H23～H28
整備予定面積(8406.79㎡)

－ －

指
標

公営住宅の応募倍率
単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
分譲団地整備進捗状況

計画値

実績値
市営住宅の除却進捗状況

指　標　名

10.00 －
定住促進団地分譲件数

単位 計画値 －

件 実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

による若者定住団地整備の支援事業を実施

住宅建設費
トイレの水洗化等計画修繕工事の実施を行い、利用者
の利便性を図る

③ 長寿命化計画を基に計画的な修繕工事の計上

H28 年度実績値 46.80 46.80

定住促進分譲団地により市外からの購入者が３世帯申し込みがあった。リフォーム補助事業におい
ては、市内業者等の受注高が158.842千円となり地域経済の活性化を図ることができた。

－％

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

069 建設部 住宅政策課（市営住宅等整備事業）



年 ～ 年 ○

○

備考欄（留意事項）

款 8

国や県と重複のない事務事業である

5

チェック

市の定住対策として、住宅の提供及び快適な生活を営む上で必
要な事業である。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
小玉　勝

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（47）1202

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

市有住宅の管理に要する経費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

土木費

住宅費

建設部　住宅政策課担当部課

作成者氏名

518

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

市有住宅管理費

市有住宅の管理に要する経費

対　　　象
（誰のために）

市有住宅入居者及び安芸高田市内に、定住・就労・子育てを始めようとする人。

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

市有住宅管理事業

平成

○

―

×

×

×

―

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 21

施　 策 住宅対策の充実
1

継続中

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

空き室については、速やかに修繕を行い入居準備をしている。

行政改革推進のため、平成24年度より指定管理者制度を導入
した。

▲ 34,187

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

52,703一般財源等合計 ▲ 27,18646,906 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

○

74,092

▲ 22,177一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

市有住宅の適正な管理を行うとともに、「定住性の高い住まい」づくりを推進する。

①指定管理者制度による、市有住宅の適正な維持管理
②空室になった住宅の修繕及び入居募集
③住宅使用料の徴収
④団地の整備及び設備更新

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等44,768

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 34,330

人件費 86,890

×

48,324

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

×

×

×

―

○

合計

×

○

×

48,324 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた70,501

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

12,576 7,935

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

―

238.00

0.95

▲ 34,18752,703

238.00

37,780,500 H24年度より指標。-

225.00

238.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

36,042,454

152,722.26

236.00

164.00

合計

人

指　標　名　等

▲ 27,186

必要人員

46,906

107.27%

－

151,438.88

入居戸数
220.00

管理戸数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

238.00

合計

82.00

24年度

238.00

36,042,454

－

223.00

有
効
性

○

―

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

100.00% －

37,009,600

計画値

－

人

千円

220.00

1.50

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

入居戸数
取得戸数は240戸であるが、管
理人室及び集会室に要した2戸を
除した戸数
（平成２５年３月末現在）

年度実績値

▲ 22,177

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

戸

円

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

48,324

管理戸数
取得戸数は240戸であるが、管
理人室及び集会室に要した2戸を
除した戸数
（平成２５年３月末現在）

目標年度に目標を達成できそうである

―

○

―

合計

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

課長　青山　勝

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

平成24年度から、市有住宅指定管理者制度の導入を行った。
今年度は、常友住宅のシャワー付き給湯器の更新及び構内に駐車場
20台を整備した。

解決できていない課題

住宅設備機器の更新時期になっており、計画的に改修を予定している。
常友住宅　　便器等更新・洗濯パン設置
甲田住宅　　ガス給湯器等更新
郡山住宅　　トラップ設備等の更新

平成25年度当初予算へ計上

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

常友住宅　便器等更新・洗濯パン設置

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

現年度分徴収率

－

年度－

37,780,500

市有住宅管理費

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

H24年度より指標。
市有住宅３団地を指定管理者制度
により管理を委託する。
管理費は、指定管理費+その外管
理費目+職員人件費（市有住宅人
件費0.35人で計算）

目標値
（目標年度）

23年度 24年度

-

36,042,454

－

100.00 99.99

99.00 99.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値
管理費

対　前　年　比

円

－

37,009,600

計画値

実績値

92.40

92.40 99.20

93.70

－

－

94.50

99.00

年度末で計上
退去から入居までおよそ２カ月必要
目標値（H25年度）　２２５戸

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
入居率

計画値

実績値
使用料徴収率

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 92.40 99.20

就労・子育て世帯等に住宅を提供することで貢献している。
常友住宅は、シャワー付き給湯器を新規に設置した。また、構内に駐車場２０台分を整備し入居者の利便
性の向上を図った。

－ 目標値（H25年度）　２２５戸％

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

518 建設部 住宅政策課（市有住宅管理事業）



年 月 ～ 年

備考欄（留意事項）
建設部　上下水道課(公営企業部　水道課） 0826

（47）1203

市民のニーズを的確に把握している

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

市民のニーズが適正に反映されている

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

妥
当
性

チェック電話
奥本春義

○

―

○

○

○

対　　　象
（誰のために）

安心、安定した給水サービスは継続する必要がある。

○

○

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

国や県と重複のない事務事業である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

款

2

施設費

施設管理費

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

簡易水道事業特別会計

施設管理費

簡易水道施設管理費

作成者氏名

担当部課

26

簡易水道事業の水道使用者

80

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

簡易水道事業施設管理事業

施　 策

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 18 284 平成

水道の整備

主要施策

○

×

目
3.安全で快適な生活環境の創造

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

2

1

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

受益者負担を検証している ○

○他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

×

○
事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

内　　　容

単位あたりコストを削減することはできない

水道法に定める水質基準に適合した給水サービスが達成でき
た。

平成25年度から水道業務第三者委託開始。

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である ×

○

○

○

○

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

財源（千円）

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

国県補助金等直接事業費

37,972

124,862一般財源等一般財源等 162,834

人件費 受益者負担

162,834

25年度

安心･安全･安定した水道水の継続的な供給を行う。

コスト コスト（千円）

受益者負担

直接事業費 150,778

23年度

5,053

国県補助金等

人件費

97,321 合計 105,651159,556155,831

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト（千円）財源（千円）

人件費 受益者負担

154,130 国県補助金等

コスト（千円）

一般財源等

53,905

○

合計

×

×

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

効
率
性

5,426

簡易水道事業従事職員及び管理受託事業者で、取水場、浄水場・配水池・加圧ﾎﾟﾝﾌﾟ所等の施設や配水管路の管理を行う。

財源（千円）

 直接事業費

合計

58,510

24年度

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

○

○

×

×

―

専門性をもった人材を活用できている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

96.89% －

25年度

889,080.00

900,000.00

0.65

890,000.00

人0.65

124,862162,834

市民への情報提供を行っている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

97,321

900,000.00

917,620.00

7.23

917,620.00

23年度

88.00

889,080.00

合計

53.00

24年度

105,651

千円

人

159,556

－

155,831

修繕費／有収水量

単位

単位当たりコスト①

実績値

コ ス ト

計画値

年度－

890,000.00

－

－

38,230,446

43.00

実績値

900,000.00

890,000.00

－ 96.89%

－

37,546,079

40.92

計画値

0.60

4,905,454

5.52

900,000.00

千円

単位

㎥

㎥

－

光熱水費ほか／有収水量

6,637,257

有収水量1㎥当り各施設の施設運

単位当たりコスト②

コ ス ト

900,000.00

人

指　標　名　等

必要人員

時間外勤務手当

活
動
・
結
果
指

千円

対　前　年　比

備 考
（指標の計算方法、算式等）

―

―

合計

―

×事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

目的が達成できるような事務事業の内容である

目標年度に目標を達成できそうである

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

今後の計画値
（計画年度）

有
効
性

年度

―

900,000.00

市
民
参
画

有収水量1㎥当りの修繕費

※有収水量
水道料金を納付していただく対象
となる給水量

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

有収水量1㎥当りの各施設の光熱
水費、通信運搬費、燃料費の計

対　前　年　比

合計

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善項目

統合、法適化準備（目標平成２８年度）

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

完了した

縮小して継続する優先的に継続する 継続する
伊藤良治

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・平成２４年度末に、平成２５年度から平成２８年度までの４年間
の債務負担行為により、委託契約を締結し、水道法上の第三者委託
を含め包括的に民間委託した。
・統合、法適化準備のため、資産調査及び管理台帳システムの整
備。

解決できていない課題

・委託業務のモニタリング
・平成２７年度までに資産調査を完了し、ｼｽﾃﾑの構築を行う。

委託業務の効率的なモニタリング

予算（大事業）名

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

年度

有収水量1㎥当りの施設管理費

－

890,000.00

年度

－

－

80,917,050

計画値

実績値 －

－

有収水量1㎥当り各施設の施設運
転管理・保守点検などの業務委託
料

計画値

コ ス ト

単位

実績値
業務委託料／有収水量

対　前　年　比

㎥

－

900,000.00

889,080.00

86,432,670

97.22

有収水量１㎥あたりの維持
管理費コスト

指
標

実績値

単位当たりコスト③

計画値単位

計画値

実績値

単位

　
　
成
果
指
標

単位

円

単位

指　標　名

計画値

実績値

－

169.82

年度

25年度

179.46

158.00 160.00

23年度 24年度

170.00

96.89%

900,000.00

－

88.18

917,620.00

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 －

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

080 建設部 上下水道課（簡易水道事業施設管理事業）



年 月 ～ 年

中事業

目

水道事業費用

営業費用

担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

妥
当
性

国や県と重複のない事務事業である

水道事業会計

原水及び浄水・配水及び給水費

18 4 平成

水道の整備

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

吉田町、甲田町の上水道使用者

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

主な
関連

予算・
事業名

項

大事業

○

○

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

水道事業施設管理事業

施　 策

主要施策

28平成

対　　　象
（誰のために）

事務事業の概要（Plan）

82

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

電話
奥本春義

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている款

建設部　上下水道課(公営企業部　水道課） 0826
（47）1203

安心、安定した給水サービスは継続する必要がある。○

○

備考欄（留意事項）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

○

―

○

チェック

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

安全・安心・安定した水道水の継続的な供給を行う。

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

99,833

○

○

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の効果を適正に把握している

財源（千円）

×

○

○

○

○

×

コスト（千円）

×

効
率
性

○

合計

×

国県補助金等99,833直接事業費国県補助金等 ○

当初予定した実施項目が達成できた

コスト（千円）

一般財源等

106,911105,191 受益者負担受益者負担6,738 人件費人件費 受益者負担6,678

 直接事業費

人件費

直接事業費 98,453

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

内　　　容

国県補助金等

0一般財源等99,833一般財源等合計 0105,191 合計 0

23年度

財源（千円）

100,233

水道事業従事職員及び管理受託事業者で浄水場４箇所・取水場１箇所・配水池５箇所・加圧ポンプ所６箇所及び配水管路約
130kmの維持管理を行う。

コスト（千円）

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度24年度

財源（千円）コスト

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

106,911

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

水道法に定める水質基準に適合した給水サービスが達成でき
た。

平成25年度から水道業務第3者委託開始。

○

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

単位当りのコスト
　　動力費/有収水量

単位当りのコスト

市
民
参
画

単位当りのコスト
　　修繕費/有収水量

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市民への情報提供を行っている

×

目的が達成できるような事務事業の内容である

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

目標年度に目標を達成できそうである

人

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

千円

○

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

―

専門性をもった人材を活用できている

必要人員 人

1,300,000.00

99.39%

―

―

合計

―

人0.80

有
効
性

職員の能力開発のための対策は十分になされている

指　標　名　等

時間外勤務手当

活
動
・
結
果
指

㎥

コ ス ト

単位当たりコスト②

計画値

実績値

動力費/有収水量

単位当たりコスト①

099,833合計 0105,191 合計 0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

千円

21,799,016

－

－

1,283,933.00

－

1,363,275.00

21,467,665

16.72

1,291,865.00

今後の計画値
（計画年度）

65.00

24年度

1,291,865.00

13,342,760

118.00

コ ス ト

㎥

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

0.80

単位 計画値

10.39

99.39% －

1,283,933.00 年度

1,300,000.00

－

0.80

千円

修繕費/有収水量

－

実績値

1,300,000.00

－

－

16.87

19,430,121

15.04

1,300,000.001,363,275.00 1,300,000.00

106,911

1,363,275.00

23年度

1,300,000.00

×

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

単位当りのコスト
　　委託料/有収水量

年度

実績値

25年度

－

－

（営業収益-営業費用）/営業収益

－

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

　
　
成
果
指
標

単位

円

単位

％
利益率

指
標

単位

計画値

実績値

実績値
委託料/有収水量

㎥

計画値

15.0015.00

15.06 14.48

－

実績値

単位当たりコスト③

対　前　年　比

単位

実績値

有収水量１㎥あたりの維持
管理費コスト

指　標　名

単位 計画値

計画値

コ ス ト

計画値

47,289,163

－

36.61

1,291,865.00 －

81.43 83.27

85.00 81.00

－

－

1,300,000.00

23年度 24年度

1,363,275.00

1,283,933.00

48,454,945

37.74

99.39%

1,300,000.00

年度

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する優先的に継続する

休止、廃止をする

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

年度

年度

有収水量1㎥当りの施設管理費

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・平成２４年度末に、平成２５年度から平成２８年度までの４年間
の債務負担行為により、委託契約を締結し、水道法上の第三者委託
を含め包括的に民間委託した。

解決できていない課題

委託業務のモニタリング

伊藤良治
他事業と統合する

委託業務のモニタリング

資源配分の方向性

目標値
（目標年度） 改善項目

①

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

－％ 実績値

指標化できない成果

15.06 14.48

③

年度
ｱｳﾄ

ｶﾑ

082 公営企業部 水道課（水道事業施設管理事業）



年 月 ～ 年 月 ○

○

備考欄（留意事項）

簡易水道等の給水区域を短期間で解消することは多額の事業費
が必要であり、財政的に困難である。飲用水が不足している地
域においては
生活水確保と公平性からもこの事業に対する要望が強く、事業
の継続
が必要である。

○

○

×

―

チェック

国や県と重複のない事務事業である

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

環境衛生総務管理費

4

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている4

電話
松長　将一

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

1

一般会計

環境衛生費

環境衛生費

1

市以外が実施主体になりえない事務事業である

衛生費

保健衛生費　

98

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

飲用水供給施設整備費補助事業

3 平成

施　 策 水道の整備

16

主要施策

平成

対　　　象
（誰のために）

安芸高田市が経営する水道事業、簡易水道事業及び飲料水供給事業による給水区域及び計画給水区域以外の地域で飲用水が
不足する住民を対象とする

○

―

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

目

25 3 27

款

担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

建設部　上下水道課(公営企業部　水道課） 0826
（42）1203

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

―

実績報告書に基づいて、掘削深度、水質、揚水量等検収済み。

飲用水供給施設整備補助金交付要綱に基づき執行している。規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

―

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

10,780 一般財源等 11,16311,163 4,200一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

飲用水の確保

未給水区域を多く抱える旧高宮町において、飲用水を目的とするボーリング又は掘削方式による水源を整備する者に対し、
補助金を交付する規則を平成６年に定め、運用していた。新市になり、その規則は要綱として引き継がれ、平成１８年から
全市の未給水区域を対象に運用を始める。

財源（千円）

直接事業費 国県補助金等9,494 国県補助金等

コスト（千円）

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 9,952

コスト（千円）

23年度 24年度

目　　　的
（対象をどのような状

態にしたいか）

コスト コスト（千円）

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である内　　　容

国県補助金等

1,669

一般財源等合計合計 10,780

人件費 受益者負担

合計

―

○

―

―

○

○

―

828

○

―

×

○

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

効
率
性

当初予定した実施項目が達成できた

4,200

4,200 事務事業の効果を適正に把握している

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしているて下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

窓口、電話にて市民の方へ情報を提供している。

―

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

―

―

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

○

15.00

－

－ －

－

－

－

744,200.00

10,780,000

－

15.00 6.00

必要人員

10,780

時間外勤務手当 千円

－

0.20

11,16311,163

23年度 24年度

15.00 H25

今後の計画値
（計画年度）

－ －

718,666.67

有
効
性

年度

人

千円

0.10

実績値

0.20

4,200

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

補助対象件数

11,163,000コ ス ト

計画値

実績値

計画値

対　前　年　比

6.00

活
動
・
結
果
指

単位

件

対　前　年　比

単位

指　標　名　等

コ ス ト

単位当たりコスト②

H25

単位当たりコスト①

16.0015.00

人

10,780 合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市民への情報提供を行っている

専門性をもった人材を活用できている

―

目標年度に目標を達成できそうである

人

千円

成果指標について当初設定した計画値が達成できた4,200

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

コストは補助金と人件費の合計額

○

―

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善により予算要求額変更内容

継続する－

目標値
（目標年度） 改善項目

①

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

伊藤良治

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

計画給水区域内であるが、すぐに、給水ができない地域において
は、普及後の加入を条件に補助金を交付する。
　・美土里町横田地区
　・甲田町　火の谷、庄谷地区

解決できていない課題

完了した

縮小して継続する

年度

年度

H25

②

主務課長氏名
優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

年度

補助件数（旧高宮町分387件を含ん
だ累計）／未給水区域戸数（概算
1,600戸）

23年度 24年度

－

－

－

－

－

年度

25年度

－

33.38 34.31

32.81 34.00

－

35.00

実績値

計画値

コ ス ト

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

実績値 －

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

未給水区域のカバー率

指
標

単位

単位 計画値

実績値

指　標　名

－

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

計画値

実績値

－

単位 計画値

計画値

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

年度

③

実績値 －

上水道が全域に普及しておらず、すぐには上水道の未普及地域の解消を図ることが出来ないた
め必要な方策である。指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

098 建設部 上下水道課（飲用水供給施設整備費補助事業）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 水道の整備

26 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

×

○

○

○

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

対　　　象
（誰のために）

26

簡易水道事業経営管理事業

3 平成

款

一般管理費

簡易水道事業一般管理費

・簡易水道事業の水道使用者及び未加入者

551

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

建設部　上下水道課(公営企業部　水道課）担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

国や県と重複のない事務事業である

0826
（42）1203

1

簡易水道事業特別会計

1

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
高藤　誠

市民のニーズを的確に把握している

チェック

1

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

○

○

備考欄（留意事項）

安心、安定した給水サービスは継続が必要である。

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

2,948 2,921

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた57,829

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

○

247,986

○

合計

×

×

○

×

○

×

○

247,986

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

25年度

直接事業費 247,299

人件費 85,179

国県補助金等

93,961

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト

内　　　容

国県補助金等

コスト（千円）

・市広報誌等を通じ、財務状況、水質管理状況、包括民営化に向けた取り組み等について周知し、簡易水道事業について理
解を得る。
・簡易水道事業の財産を管理し、使用者への安定した給水サービスを継続する。

・広報紙等で、財政状況(予算、決算）を公表、冬季の水道管凍結防止、簡易水道事業への理解と加入促進を図る。
・職員研修により、水道技術や経営・管理の能力向上を図り、簡易水道事業の財産を適正に管理、保全する。
・建設事業執行のための市債の借入と償還を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等249,206

23年度 24年度

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

190,157一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

一般財源等 ×合計合計 156,286250,247

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

効
率
性

受益者負担を検証している

一般財源等

受益者負担

コスト（千円）

252,127

○

単位あたりコストを削減することはできない

166,948

簡易水道水道事業について、市民からの理解を得るとともに、
水道法に定める水質基準に適合した給水サービスが達成でき
た。
有収率・普及率の向上や、適正な料金の見直しにより、一般会

平成２２年度から施設の保守点検、運転管理等の技術的な業
務、平成２３年度から窓口、料金会計の業務委託を開始。
平成２５年度から、複数年契約の水道法に定める第三者委託
（包括民間委託）に移行し効率的な事業運営をめざす。

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

○

―

合計

―

○

247,986

目標値は安芸高田市内の全小学校数
高宮町（川根、船佐中央、来原）
美土里町（美土里）向原町（向原）
八千代町（刈田、根野）
24年度は向原小学校の生徒が見学、
中電工が説明。

目標年度に目標を達成できそうである

単位

校

千円

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

190,157

人

千円

平成23年度
元金　163,354千円
利子　75,936千円
平成24年度
元金　168,564千円
利子　73,028千円

年度

13.00

H26

人

千円

239,290

0.35

単位当たりコスト①

実績値

備 考
（指標の計算方法、算式等）

市債償還元金・利子

100.00% －

101,500

計画値

－

有
効
性

×

×

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

×

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

合計

28.00

24年度

1.00

101,500

－

242,600

25年度
目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値

（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 101,500

1.00

7.00

－

240,447

浄水場見学受け入れ

－

実績値

計画値

100.96%

－

101,500.00

52.00

合計

人

指　標　名　等

156,286

必要人員

250,247

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

241,592

239,737

7.00

252,127

×

7.00

0.35

166,948

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

有収率・普及率の向上や、適正な料金の見直しにより、一般会
計からの繰入額の減少をめざす｡また、これらの課題を解決
し、計画的な経営を行うためにも、早期の水道ビジョン策定が
必用となる。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

5 －
各種研修等延べ参加回数

単位 計画値 5

回 実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

％
簡易水道普及率

計画値

実績値
簡易水道給水人口

単位

単位
指
標

広報あきたかた掲載回数

85.00

4

5 5

－

－

86.00

9,780.00

給水人口÷区域内人口計画値

実績値

90.0080.00

79.10 79.83

－回 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

9,923 9,882

9,780 9,780

－

4

4 4

3

4

－

－

目標値
（目標年度）

年度

普及率見込86.1%
（平成19年度料金改定業務時の推計値）

23年度 24年度

－

4

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

①財政状況公表（予算・決算）
②通知による凍結防止対策の周知

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

未普及地域の解消、普及率の向上。

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

・未普及地域の解消と普及率の向上。
・水道事業中期経営計画（平成１９年度～平成２８年度）の見直しと、
アセットマネジメント、老朽管の更新計画、耐震化計画を含めた、水道
ビジョンの策定。

伊藤良治

H28 年度

年度

H30

9,809

年度

今年度までに実施した改善内容

・水道事業中期経営計画（平成１９年度～平成２８年度）の策定、
見直し。
・料金の統一（平成２３年度）

解決できていない課題

改善項目

水道ビジョンの策定

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

]

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

％

指標化できない成果
一般的な経理事務

－実績値 79.10 79.83 H28 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

551 建設部 上下水道課（簡易水道事業経営管理事業）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 水道の整備

29 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

×

―

―

×

×

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

26

簡易水道事業建設改良事業

3 平成

施設建設費

簡易水道事業施設建設費

対　　　象
（誰のために）

①簡易水道給水区域の住民
　（○八千代町八千代給水区　計画給水人口4,400人　○美土里町横田給水区　計画給水人口560）
②下水道整備、道路改良、圃場整備事業

簡易水道事業特別会計

552

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

施設費

施設建設費

建設部　上下水道課(公営企業部　水道課）担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（47）1203

2 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
田中哲也

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

①整備計画策定時推計人口と実人口の差に、差が生じている。
（計画給水人口14,606人，区域内人口12,692人）
②給水装置工事を、加入促進のため市の単独事業で事業実施期
間内に行っている。
③住環境整備の一環として、必要な事業である。

款 2

国や県と重複のない事務事業である

2

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

13,055

40,000

12,938

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

―

378,500

○

合計

―

×

×

×

○

―

○

378,500

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 84,452

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

236,866

①安全な水質の飲料水を安定的に供給するため。
②各事業の整備を容易にするため。

①安全な水をつくり、安定した水量を給水区域内住民に供給する施設を整備する。
　1,565,464千円（八千代町八千代給水区の全体事業費）　858,980千円（美土里町横田地区の全体事業費）
②下水道整備、道路改良、圃場整備工事の支障となる水道施設を、それぞれの事業者から負担金を徴し、移設を行い、各事
業の整備を容易にする。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等119,548 61,153

141,634一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

○一般財源等合計合計 57,50797,507 一般財源等 132,486

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

71,333

①計画事業費の予算確保が難しいため、八千代地区での工事を
延伸している。
②専門技術者がいない。
③業務量が多いため、能力開発にあてる時間がない

給水装置工事の施工については、工事費の一部について使用者
の負担を求める方策の検討が必要である。

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

×

―

合計

×

○

378,500

八千代地区
（工事費+調査費+事務費）÷布設
延長
水道管は導水・送水・配水管であ
る。

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

ｍ

箇所

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

141,634

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

美土里町横田地区
（工事費+調査設計費+用地補償費+
事務費）÷施設整備箇所数
施設は、水道管を除く取水2箇所・
浄水１箇所・配水１箇所である。
2４年度は基本設計作成・用地補償
等。

年度

11,162m

H28

人

千円

H28

1.55

単位当たりコスト①

99.85% －

47,085.36

計画値

－

有
効
性

○

―

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

×

9,108,000

合計

126.00

24年度

1,421.10

60,315,880

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 66,913,000

1,418.90

取水・浄水・配水施設

水道管布設延長

－

実績値

計画値

－

42,508.90

229.00

合計

人

指　標　名　等

57,507

必要人員

97,507

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

12,322,060

1,283.00

338.00 （工事費＋設計費＋事務費）÷布

132,486

958.00

－

1.55

71,333 ③業務量が多いため、能力開発にあてる時間がない

①事業採択時の整備内容説明による実施同意だけとなってい
る。
②給水開始に伴う加入手続きを行っている。

×

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
整備率

計画値

実績値
整備率

指
標

単位

単位

1.70

－

－

累計事業費÷総事業費
（858,980千円）
美土里町横田地区

計画値

実績値

100.000.00

0.00 1.40

－実績値

単位当たりコスト③

実績値
水道管布設替延長

対　前　年　比

ｍ

計画値

コ ス ト

計画値

－

63.23 74.00

64.30 74.00

－

0.00

23年度 24年度

338.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

（工事費＋設計費＋事務費）÷布
設替延長
水道管は、送水・配水管である。
毎年度他者からの要請により実施
するため、今後の計画値は設定で
きない。

目標値
（目標年度）

年度

累計事業費÷総事業費
（1,565,464千円）
八千代地区

100.00

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

未普及地域の解消、水源の調査研究。

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

H28 年度

年度

H28

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・美土里町横田地区について、施設整備事業の施工前に、事業完了
後、簡易水道に加入する旨の同意書を徴収した。
・水利使用許可の更新。

解決できていない課題

・未普及地域の解消のため、連絡管工事に着手する。
・新たな水源の確保のための調査研究。

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

伊藤良治

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

％

指標化できない成果
下水道、道路改良、圃場整備事業等の実施により支障となる、水道施設を移転する工事もあ
り、流動的なところもある。平成２４年度は県が施工した。

－ 美土里町横田地区実績値 0.00 1.40 H28 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

552 建設部 上下水道課（簡易水道事業建設改良事業）



年 月 ～ 年 月 ○

○

備考欄（留意事項）

平成２３年度から料金統一。

○

―

○

―

チェック

国や県と重複のない事務事業である

2 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

簡易水道事業一般管理費

1

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
下野直生

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

1

簡易水道事業特別会計

一般管理費

一般管理費

1

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

553

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

簡易水道事業窓口・料金関係業務

3 平成

施　 策 水道の整備

16

主要施策

平成

対　　　象
（誰のために）

簡易水道事業の水道使用者 ○

×

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

目

25 3 26

款

担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

建設部　上下水道課(公営企業部　水道課） 0826
（47）1203

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

―

使用者負担の公平性の確保

平成２１年度から民間委託を行っている。規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

×

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

12,269 一般財源等 6,89310,410 6,493一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

納期限内に納付してもらい、滞納者を減らし、収納率を上げると共に、使用者負担の公平性を保つ。

職員、検針員が量水器の検針を行い、検針票において使用量、水道料金を通知し調定を行い、、後日納入通知書を発送又は
口座引落によって水道料金の収納を行う。４月、６月、１０月、１２月、２月分水道料金調定（隔月検針・隔月調定）
督促状発行、催告書発行、給水停止予告書発送、給水停止執行を行う。

財源（千円）

直接事業費 国県補助金等6,236 国県補助金等

コスト（千円）

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 8,900

コスト（千円）

23年度 24年度

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である内　　　容

国県補助金等

4,174 1,974

一般財源等合計合計 7,662

人件費 4,607 受益者負担3,517

合計

×

×

○

×

×

○

×

3,369

×

×

×

○

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

効
率
性

当初予定した実施項目が達成できた

8,467

8,467 事務事業の効果を適正に把握している

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしているて下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

―

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

×

―

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

―

4,000.00

650.00

－

2,029,000

1,811.612,101.38

750.00

－

－

－

－

2,029.25

8,337,000

－

3,900.00 4,000.00

必要人員

12,269

時間外勤務手当 千円

1,120.00

0.50

6,89310,410

23年度 24年度

3,967.00 H25

今後の計画値
（計画年度）

－ －

2,101.59

950.00

有
効
性

年度

人

千円

0.40

実績値

0.50

6,493

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

納付書発行件数

督促状発送件数
1,100.00

8,117,000コ ス ト

計画値

実績値

計画値

対　前　年　比

1,100.00

4,000.00

1,000.00

2,135,000

活
動
・
結
果
指

単位

件

件

対　前　年　比

単位

指　標　名　等

コ ス ト

単位当たりコスト②

H251,016.00

単位当たりコスト①

41.0059.00

人

7,662 合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市民への情報提供を行っている

専門性をもった人材を活用できている

―

目標年度に目標を達成できそうである

人

千円

成果指標について当初設定した計画値が達成できた8,467

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

納付書郵送件数

―

―

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善により予算要求額変更内容

継続する

650.00

987.00 －

目標値
（目標年度） 改善項目

①

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

伊藤　良治

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・平成１８年度から検針月を統一(隔月検針、隔月調定)。
・平成２１年度水道料金調整改定。平成２３年度水道料金統一。
・平成２３年度窓口・料金関係の業務委託(委託先・中電工)。
・平成２４年度末に、平成２５年度から平成２８年度までの４年間
の債務負担行為により、委託契約を締結し、水道法上の第三者委託
を含め包括的に民間委託した。

解決できていない課題

完了した

縮小して継続する

H25 年度

年度

H25

平成２８年度に水道事業に統合、公営企業法の適用を受けるため、資産
の調査をこなっている、健全な事業経営のため、水道料金の値上げ等、
資金調達の検討が必要。

②

主務課長氏名
優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

※給水停止執行に係る件数は、停止
件数ではなく訪問件数
コスト 200/5,950×12.074千円

年度

収納額/調定額×100

766.00

23年度 24年度

750.00

300.00

－

口座件数÷調定件数

179.00

2,100.52

1,523,000

329.00

－

－

99.00

－

年度

25年度

85.00

－

200.00

99.20 99.50

99.00 99.00

85.00

－

99.00

件 実績値

計画値

コ ス ト

950.00

単位当たりコスト③

実績値
催告書発送件数

対　前　年　比

件

1,609,000

実績値

40.0031.00

35.65 22.00

37.00

－

25.00 収納額/調定額×100

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
収納率(過年)

収納率(現年)

指
標

給水停止予告・執行
発送件数

単位

単位 計画値

％ 実績値

200.00

指　標　名

84.83

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

計画値

実績値

－
口座振替率

単位 計画値

84.78

86.00

計画値

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

H25 年度

③

実績値 35.65 22.00 －

指標化できない成果

％
ｱｳﾄ

ｶﾑ

553 建設部 上下水道課（簡易水道事業窓口・料金関係業務）



年 月 ～ 年

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

担当部課

事務事業の概要（Plan）

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

国や県と重複のない事務事業である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

18

事務事業名

実施期間

 1総務費、2施設費、3公債費

市民のニーズを的確に把握している 安心、安定した給水サービスは継続する必要がある。

○

○

○

○

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

○

―

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

作成者氏名

554

事務事業の評価（Check）

建設部　上下水道課(公営企業部　水道課）
電話

奥本春義

平成２４年度事務事業

0826
（47）1203

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

備考欄（留意事項）チェック

中事業

主な
関連

予算・
事業名

項

飲料水供給事業特別会計

対　　　象
（誰のために）

飲料水供給事業の水道使用者

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

飲料水供給事業管理運営事業

4 平成

施　 策

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 28

○

×

○

3.安全で快適な生活環境の創造
目

水道の整備
大事業

款

主要施策

会計名

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

平成25年度から水道業務第3者委託開始。

×

○

○

○

×

○

×

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

一般財源等合計 17,288 15,252

人件費 受益者負担

13,531

2,036

一般財源等14,743

受益者負担

成果指標について当初設定した計画値が達成できた ○

水道法に定める水質基準に適合した給水サービスが達成でき
た。

17,032 一般財源等 15,048合計

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

飲料水供給事業の財産を管理し、使用者への安定した給水サービスを継続する。

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 13,242

財源（千円）

直接事業費

コスト コスト（千円） コスト（千円）

1,984

23年度

人件費 受益者負担

内　　　容

3,790

14,743

3,757 人件費2,036

国県補助金等

単位あたりコストを削減することはできない

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

効
率
性

当初予定した実施項目が達成できた

国県補助金等

コスト（千円） 財源（千円）

事務事業の効果を適正に把握している

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

合計 12,707

○

×

○

○

○

 直接事業費

24年度

飲料水供給事業の財産を管理、保全する。
事業執行のための市債の借入と償還。
事業従事職員、管理受託者で施設管理を行う。

財源（千円）

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

合計

37.00

24年度

17,288

0.45

15,252

千円

14,743

目標年度に目標を達成できそうである

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

×

職員の能力開発のための対策は十分になされている

○

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

―

専門性をもった人材を活用できている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

目的が達成できるような事務事業の内容である

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

17,032

10,000.00

23年度

10,270.00

修繕費/有収水量

－

実績値

計画値

実績値

コ ス ト

計画値

544.64

26,250

対　前　年　比

10,509.00

10,509.00

単位

63.56

10,000.00

652,750

97.73%

委託料/有収水量
10,000.00

10,000.00

単位当たりコスト② －

－

10,000.00

年度

97.73% －

2.50

－－

5,342,430

520.20

5,723,573コ ス ト

0.45

単位当たりコスト①

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

千円

人

千円

10,000.00

人

－

時間外勤務手当

指　標　名　等

人

10,270.00

15,048

必要人員

66.00

合計

今後の計画値
（計画年度）

活
動
・
結
果
指

単位

㎥

㎥

対　前　年　比

0.45

合計

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

12,707

―

―

×

―

○

有
効
性

×

市
民
参
画

有収水量1㎥当りの修繕費

市民への情報提供を行っている

年度

有収水量1㎥当り各施設の保守点
検などの業務委託料

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善項目

委託業務の効率的なモニタリング

①

②

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

年度

年度

有収水量1㎥当りの施設管理費

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

・水道事業中期経営計画（平成１９年度～平成２８年度）の策定、
見直し。
・料金の統一（平成２３年度）
・平成２４年度末に、平成２５年度～平成２８年度までの４年間の
債務負担行為により、委託契約を締結し、水道法上の第三者委託を
含め、包括的に民間委託した。

・水道事業中期経営計画（平成１９年度～平成２８年度）の見直しと、
アセットマネジメント、老朽管の更新計画、耐震化計画を含めた、水道
ビジョンの策定。
・平成２８年度、水道事業への統合。

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

休止、廃止をする他事業と統合する

水道ビジョンの策定

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する優先的に継続する 継続する

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

－ －

－

－

計画値

コ ス ト

計画値

25年度

－

単位 計画値

実績値

－

単位当たりコスト③

－

－

100.00 目標値　100％100.00計画値

実績値

100.00

98.93

指
標

単位

単位

実績値

実績値

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

円

単位

％
現年度水道使用料収納率

計画値

実績値

有収水量１㎥あたりの維持
管理費コスト

指　標　名

99.99

1,620.71 1,683.35

1,550.00 1,550.00

23年度 24年度

年度
伊藤良治主務課長氏名

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度

水道事業統合、法適化準備

－実績値 98.93％

指標化できない成果

99.99
ｱｳﾄ

ｶﾑ

554 建設部 上下水道課（飲料水供給事業管理運営事業）



年 月 ～ 年 月 ○

○

備考欄（留意事項）

款 1

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

安心、安定した給水サービスは継続が必要である。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
高藤　誠

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）1203

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

水道事業費用

営業費用

建設部　上下水道課(公営企業部　水道課）担当部課

作成者氏名

555

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

水道事業会計

配水及び給水費・総係費

対　　　象
（誰のために）

・水道事業の水道使用者及び未加入者

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

水道事業経営管理事業

3 平成

○

○

○

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 水道の整備

26 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

×

市内全体の人口が減少する中、区域内人口・営業収益が減少し
たため、指標数値が未達成となっいる。

平成１８年度に中期経営計画の策定が完了した。この成果に基
づき、平成20年度に料金統一を検討し、平成２１年度に調整
のための料金改定、平成23年度に料金統一を行った。
平成２２年度から施設の保守点検、運転管理等の技術的な業
務、平成２３年度から窓口、料金会計の業務委託を開始。
平成２５年度から、複数年契約の水道法に定める第三者委託
（包括民間委託）に移行し効率的な事業運営をめざす。

0

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

98,638一般財源等合計 0101,577 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

×

101,577

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

・市広報誌等を通じ、財務状況、水質管理状況、包括民営化に向けた取り組み等についてお知らせし、水道事業について理
解を得る。
・水道事業の財産を管理し、使用者に安定した給水サービスを継続する。

・広報紙等で、財政状況(予算、決算）を公表、冬季の水道管凍結防止、水道事業への理解と加入促進を図る。
・職員研修により、水道技術や経営・管理能力の向上を図り、水道事業の財産を適正に管理、保全する。
・建設事業執行のための市債の借入と償還を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等93,629

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 96,945

人件費 98,638

○

97,042

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

×

○

×

○

○

○

合計

×

○

○

97,042 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた97,042

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

4,632 5,009

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

×

6.00

－

0.60

098,638

6.00

127,000 建設改良費支出に充当する95,500

62,393

6.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

59,951

81.00

合計

人

指　標　名　等

0

必要人員

101,577

95.25%

－

101,500

企業債償還金
(元金）

87,255

浄水場見学受け入れ

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 101,500

1.00

合計

49.00

24年度

1.00

101,500

－

53,951

有
効
性

×

×

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

―

100.00% －

101,500

140,000

計画値

－

人

千円

62,941

0.55

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

平成24年3月31日借入資本金
1,082,542千円
平成24年度末借入資本金
1,087,591千円

年度

13.00

H26実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

校

千円

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

97,042

目標値は安芸高田市内の全小学校
数
吉田小学校区（吉田、郷野、可
愛）甲田小学校区（甲立、小田、
小田東）吉田小学校が坂巻浄水場
を見学、管理者の中電工が説明。

目標年度に目標を達成できそうである

―

○

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

伊藤良治

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

今年度までに実施した改善内容

・水道事業中期経営計画（平成１９年度～平成２８年度）の策定、
見直し。
・料金の統一（平成２３年度）

解決できていない課題

・水道事業中期経営計画（平成１９年度～平成２８年度）の見直しと、
アセットマネジメント、老朽管の更新計画、耐震化計画を含めた、水道
ビジョンの策定。

H26 年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

水道ビジョンの策定

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

営業収益÷営業費用（254,714千円
÷213,058千円）
100%以上の安定経営の継続

－

年度－

4.00

91.81%

127,000

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

①財政状況（予算・決算）の公表
等
②通知による凍結防止対策の周知

建設改良費支出に充当する

目標値
（目標年度）

4

70,800

23年度 24年度

95,500

65,000

3

4.00

－

115.68 119.55

120.00 120.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

回 実績値

単位当たりコスト③

実績値
企業債借入額

対　前　年　比

千円

－

140,000

計画値

実績値

97.0096.00

94.73 94.69

96.50

5

5 5.00

－

－

97.00

120.00

給水人口÷区域内人口（13,450÷
14,204）
（人口減少による加入率減が発生）

4 4

指
標

広報あきたかた掲載回数
単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
水道事業加入率

計画値

実績値
営業収支比率

指　標　名

5 －
各種研修等延べ参加回数

単位 計画値 5

回 実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

H26 年度実績値 94.73 94.69

一般的な経理事務

－ （人口減少による加入率減が発生）％

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

555 建設部 上下水道課（水道事業経営管理事業）



年 月 ～ 年 月 ○

○

備考欄（留意事項）

款 1

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

安定給水を継続するためには、施設の更新改良は必要である。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
田中　要

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）1203

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

資本的支出

建設改良費

建設部　上下水道課(公営企業部　水道課）担当部課

作成者氏名

556

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

水道事業会計

原水及び浄水施設新設改良費

対　　　象
（誰のために）

吉田町、甲田町の上水道区域住民

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

水道事業建設改良事業

3 平成

○

―

×

○

○

○

―

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 水道の整備

25 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

―

115

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

203,838一般財源等合計 55,756258,746 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

―

26,400

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

140,000

施設の更新・改良を行い、安全で良質な水の供給体制を維持する。

老朽化した施設の更新及び安定した水供給のための管路の新設と口径の増径を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等190,483 148,000

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 245,270

人件費 55,723

○

173,050

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

―

―

○

○

○

合計

○

○

○

173,050 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた33,050

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

13,476

176,590

13,355

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

×

2.00

－

1.60

115203,838

2.00

変更認可申請後に全体計画を策定1.00

3,500.00

1.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

74,047,000

50,578.5535,553.38

1,464.00

236.00

合計

人

指　標　名　等

55,756

必要人員

258,746

143.39%

－

95,949,000.00

管路の更新
1,127.00

施設の更新

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 101,500,000

1.00

36,300,000

合計

130.00

24年度

2.00

95,949,000

－

114,500,000

3,410.00

有
効
性

―

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

○

50.00% －

50,750,000.00

計画値

－

人

千円

1,021.00

1.60

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

管路の新設、増径工事（吉田給水
区、甲田給水区）

年度実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

箇所

m

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

173,050

施設の更新（吉田給水区、甲田給
水区）、修理の必要箇所

目標年度に目標を達成できそうである

―

×

―

合計

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

伊藤良治

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

今年度までに実施した改善内容

更新改良が必要な施設の把握、優先順位付け、年度配分計画を樹立
する。

解決できていない課題

水道施設の更新、耐震化計画等アセットマネジメント及び、水道ビジョ
ンを策定。

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

管路更新年度計画

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

安全な水の供給

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

変更認可申請後に全体計画を策定
する。

目標値
（目標年度）

111,970,000.00

1.00

23年度 24年度

1.00

－

100.00 100.00

100.00 100.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値
変更認可申請

対　前　年　比

箇所

－

計画値

実績値

26.00

25.90 25.90

28.00

－

－

28.00

100.00

広島県内の耐震化率は約2８％で
ある。

111,970,000

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

%

単位

%
基幹管路耐震化率

計画値

実績値

水質検査結果
（濁度・色度・塩素濃度等）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 25.90 25.90 －%

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

556 建設部 上下水道課（水道事業建設改良事業）



年 月 ～ 年 月 ○

○

備考欄（留意事項）

平成２３年度から料金統一。

○

―

○

―

チェック

国や県と重複のない事務事業である

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

１

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている４

電話
下野直生

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

１

水道事業会計

総係費

市以外が実施主体になりえない事務事業である

事業費

営業費用

557

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

水道事業窓口料金関係業務

3 平成

施　 策 水道の整備

16

主要施策

平成

対　　　象
（誰のために）

水道事業の水道使用者 ○

×

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

目

25 3

款

担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

建設部　上下水道課(公営企業部　水道課） 0826
（47）1203

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

―

使用者負担の公平性の確保

包括民営化(民活導入・料金事務を含む)の方向性を定める
【平成２１年度】。

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

×

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

18,005 一般財源等 017,877 0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

納期限内に納付してもらい、滞納者を減らし、収納率を上げると共に、使用者負担の公平性を保つ。

職員、検針員が量水器の検針を行い、検針票において使用量、水道料金を通知し調定を行い、、後日納入通知書を発送又は
口座引落によって水道料金の収納を行う。４月、６月、１０月、１２月、２月分水道料金調定（隔月検針・隔月調定）
督促状発行、催告書発行、給水停止予告書発送、給水停止執行を行う。

財源（千円）

直接事業費 国県補助金等12,034 国県補助金等

コスト（千円）

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 12,952

コスト（千円）

23年度 24年度

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である内　　　容

国県補助金等

5,843 12,040

一般財源等合計合計 0

人件費 18,005 受益者負担17,877

合計

×

×

○

×

×

○

×

5,053

×

×

×

○

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

効
率
性

当初予定した実施項目が達成できた

12,040

12,040 事務事業の効果を適正に把握している

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしているて下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

―

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

×

―

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

―

6,530.00

1,700.00

－

3,509,000

1,711.711,688.71

1,500.00

－

－

－

－

1,688.97

11,025,000

－

6,200.00

必要人員

18,005

時間外勤務手当 千円

2,050.00

0.70

017,877

23年度 24年度

6,528.00 H25

今後の計画値
（計画年度）

－ －

1,688.88

有
効
性

年度

人

千円

0.60

実績値

0.70

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

納付書等発行件数

督促状発送件数
2,100.00

11,029,000コ ス ト

計画値

実績値

計画値

対　前　年　比

6,600.00

2,100.00

3,065,000

活
動
・
結
果
指

単位

件

件

対　前　年　比

単位

指　標　名　等

コ ス ト

単位当たりコスト②

H251,815.00

単位当たりコスト①

57.0088.00

人

0 合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市民への情報提供を行っている

専門性をもった人材を活用できている

―

目標年度に目標を達成できそうである

人

千円

成果指標について当初設定した計画値が達成できた12,040

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

納付書郵送件数

―

―

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善により予算要求額変更内容

継続する

1,700.00

1,859.00 －

目標値
（目標年度） 改善項目

簡易水道の事業統合。

①

休止、廃止をする他事業と統合する

新公営企業法への適用。

資源配分の方向性

予算（大事業）名

伊藤良治

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・平成１８年度から検針月を統一(隔月検針、隔月調定)。
・平成２１年度水道料金調整改定。平成２３年度水道料金統一。
・平成２３年度窓口・料金関係の業務委託(委託先・中電工)。
・平成２４年度末に、平成２５年度から平成２８年度までの４年間
の債務負担行為により、委託契約を締結し、水道法上の第三者委託
を含め包括的に民間委託した。

解決できていない課題

完了した

縮小して継続する

H25 年度

年度

H25

・新公営企業への適用平成２６年度）みなし償却財産、長期借入資本金
の扱い、退職引当金の取り扱い。
・事業統合後の健全な事業経営のため、水道料金の値上げ等、資金調達
の検討が必要。

②

主務課長氏名
優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

※給水停止執行に係る件数は、停止件
数ではなく訪問件数
コスト H23 525千円 H24 668千円

年度

収納額/調定額×100

1,427.00

23年度 24年度

1,500.00

－

口座件数÷調定件数

311.00

1,688.86

2,409,000

476.00

1,295.86

－

99.00

－

年度

25年度

85.00

－

400.00

98.54 98.68

99.00 99.00

－

件 実績値

計画値

コ ス ト

単位当たりコスト③

実績値
催告書発送件数

対　前　年　比

件

2,410,000

実績値

50.0045.00

43.39 49.82

45.00

－

収納額/調定額×100

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
収納率（過年）

収納率（現年）

指
標

給水停止予告・執行
発送件数

単位

単位 計画値

％ 実績値

400.00

指　標　名

81.60

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

計画値

実績値

－
口座振替率

単位 計画値

81.50

85.00

計画値

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

H25 年度

③

実績値 43.39 49.82 －

指標化できない成果

％
ｱｳﾄ

ｶﾑ

557 公営企業部 水道課（水道事業窓口料金関係業務）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 5

施　 策 下水道の整備
1

27 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

○

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

公共下水道施設整備事業

4 平成

施設建設費

公共下水道施設建設費

対　　　象
（誰のために）

下水道事業認可区域（吉田処理区）の市民。

公共下水道事業特別会計

100

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

施設費

施設建設費

建設部　上下水道課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（47）1204

2 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

施設建設費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
竹内　正樹

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

安全で快適な生活環境を確保するため、公共用水域の水質保全
を図る事業として必要である。

款 2

国や県と重複のない事務事業である

2

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

10,528

104,500

10,434

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた11,470

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

○

290,304

○

合計

×

○

○

○

○

―

×

290,304

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 281,029

人件費 22,560

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

116,850

下水道を整備することにより、安全で快適な生活環境を確保するとともに公共用水域の水質保全を図る。

道路に下水道管を敷設し、また下水処理場を建設して、各家庭・事業所から排出される生活排水を下水道管で集合し、下水
処理場で浄化された処理水を公共用水域に排出する。
根拠法：下水道法　　根拠法令：安芸高田市公共下水道条例

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等186,513 99,050

13,900

161,984一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

○一般財源等合計合計 173,157291,557 一般財源等 196,947

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

75,337

職員の能力開発については、職員の体制及び予算的措置を行
う。

整備に多くの費用と期間を要するため、工法の見直し等コスト
縮減を図っている。

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

○

○

合計

○

○

290,304

整備計画区域内に設置する汚水管
の総延長
年度計画の差3148.3ｍの内
1,879mは翌年度へ繰越

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

ｍ

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

1.25

161,984

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

年度

600.00

H26

人

千円

1.25

単位当たりコスト①

66.48% －

78,291.35

計画値

－

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

合計

101.00

24年度

3,724.00

196,947,000

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 291,557,000 290,304,000

2,475.70
汚水管渠施工延長

－

実績値

計画値

－

79,552.05

184.00

合計

人

指　標　名　等

173,157

必要人員

291,557

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

5,624.00

196,947

7,154.00

－

1.25

75,337

工事施工に当たっては、関係者への工事説明会、完成後には供
用開始説明会を開催している。

×

2,929.00

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
汚水処理能力

計画値

実績値
下水道面整備率

指
標

単位

単位

50.00

－

－

50.00

98.80

整備済み処理能力÷整備処理能力
１,３００㎥/日　２,６００㎥/日

計画値

実績値

100.0050.00

50.00 50.00

－実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－

78.00 89.80

86.50 94.90

－

23年度 24年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

整備済み面積÷整備計画面積
１６０.０ha　　１７８.２ha

100.00

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

H26 年度

年度

H26

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

市全体の下水道整備計画を見直した。
吉田処理区については、用途区域内178.2haを公共下水道とし、特
環で計画していた区域（丹比、可愛、柳原地区）を浄化槽区域に見
直した。
H23年度に事業再評価を行い認可変更申請書を提出した。

解決できていない課題

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

上　本　文　生

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

％

指標化できない成果

－実績値 50.00 50.00 H26 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

100 建設部 上下水道課（公共下水道施設整備事業）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 5

目
主要施策

27 3 22

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

○

○

○

4 平成

施　 策 下水道の整備

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

特定環境保全公共下水道施設整備事業
担当部課

対　　　象
（誰のために）

下水道事業認可区域(八千代処理区・甲田処理区・向原処理区)の市民。

101

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

八千代処理区・甲田処理区・向原処理区

特定環境保全公共下水道事業特別会計

施設建設費

施設建設費

3

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
平野　良生

チェック

安全で快適な生活環境を確保するため、公共用水域の水質保全
を図る事業として必用である。

○

○

○

○

款 2

国や県と重複のない事務事業である

2

施設費

施設建設費

建設部　上下水道課 0826
（47）1204

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性 市以外が実施主体になりえない事務事業である

2

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

13,055

46,050

下水道を整備することにより、安全で快適な生活環境を確保するとともに公共用水域の水質保全を図る。

道路下に埋設する下水道管と汚水を処理する汚水処理施設を建設し、各家庭・事業所から排出される汚水を下水道管で集合
し、汚水処理施設できれいな水に処理し公共用水域に放流する。
根拠法　下水道法、　根拠条例　安芸高田市公共下水道条例

財源（千円）

 直接事業費

受益者負担

×

○事務事業の効果を適正に把握している

○

合計

×

○

○

○

○

直接事業費

○

―

○

財源（千円）

人件費人件費 受益者負担12,938 0

0国県補助金等19,882

効
率
性

当初予定した実施項目が達成できた

5,950 国県補助金等

コスト（千円）

7,400

0

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 128,385

人件費 10,820

内　　　容

国県補助金等

財源（千円） コスト（千円）

4,695 受益者負担

23年度 24年度

7,400一般財源等7,400

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

○合計 90,695141,440 一般財源等

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

16,050

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

32,820 成果指標について当初設定した計画値が達成できた一般財源等合計

職場の能力開発については、職場の体制を整える。

整備に多くの費用と期間を要するため、工法の見直し等コスト
縮減を図り事業を進めている。

○

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

今後の計画値
（計画年度）

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

市
民
参
画

整備計画区域内に設置する汚水管
の総延長（八千代処理区）
平成24年度計画値と実績値の差
は、国道工事が次年度となり、下
水管埋設もこれに合わせて平成
25年度で行なう。

目標年度に目標を達成できそうである

専門性をもった人材を活用できている

年度H26

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

市民への情報提供を行っている ○

―

合計

○

有
効
性

職員の能力開発のための対策は十分になされている

25年度

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

実績値

単位当たりコスト②

単位

ｍ

7,400

千円千円

7,400

備 考
（指標の計算方法、算式等）

1.55

単位当たりコスト①

18,900.00
汚水管渠施工延長

人

実績値

計画値

141,440,000

コ ス ト

10.87% －

51,771.60

計画値

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

目的が達成できるような事務事業の内容である

－

126.00

24年度

2,732.00

32,820,000

435.00

コ ス ト

－

－－

－

合計

人

指　標　名　等

90,695

必要人員

141,440

時間外勤務手当 229.00

－110,505

千円

活
動
・
結
果
指

－

1.55

16,05032,820 成果指標について当初設定した計画値が達成できた合計

人

2,525.00

297.00

23年度
○

工事の施工に当たっては、関係者への工事説明、完成後には供
用開始の説明を行なっている。

×

120.00

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

年度

計画値

実績値
下水道面整備率

指　標　名

単位 計画値

実績値

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
汚水処理能力

67.20

－

67.20

100.00

整備済み処理能力÷整備処理能力
　820㎥/日　　1,220㎥/日

計画値

実績値

100.0077.10

67.20 67.20

－

計画値

コ ス ト

計画値

単位

単位

－

－

－

指
標

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

23年度 24年度

99.50 99.73

99.70 99.00

年度

目標値
（目標年度）

－

25年度

優先的に継続する

年度

整備済み面積÷整備計画面積
　37.1ha　　  37.2ha

他事業と統合する
資源配分の方向性

備 考
（指標の計算方法、算式等）

休止、廃止をする

H29 年度

年度

H26

100.00

予算（大事業）名

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

市全体の下水道計画を見直した。
八千代処理区は、150.2haを見直し37.2haとした。（H23）
甲田処理区は、106haを見直し105haとした。（H24）
向原処理区は、中央処理区と南処理区を統合し、向原中央浄化セン
ターで処理することとした。（H24）
計画見直しにより八千代、向原南浄化センター用地の用地が過大とな
る部分の補助金、起債の返還が完了した。（補助金H23、起債H24）

解決できていない課題

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

継続する
上本　文生

完了した

縮小して継続する

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

％ －実績値 67.20 67.20 H29 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

101 建設部 上下水道課（特定環境保全公共下水道施設整備事業）



年 月 ～ 年 月

施設建設費

浄化槽整備事業特別会計29 3

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

2

平成 18

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

浄化槽市町村整備推進事業（市設置）

4 平成

主要施策

施　 策

3.安全で快適な生活環境の創造

中事業

浄化槽施設建設費

対　　　象
（誰のために）

下水道（集合処理区域）の整備区域以外の地域において、合併処理浄化槽の設置をしようとする市民

（47）1204

款

会計名

事務事業の概要（Plan）

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ 103

電話

下水道の整備

主な
関連

予算・
事業名

1

2

舩川　雅弘

担当部課

作成者氏名

項

目 1

処理区

大事業

0826

妥
当
性

2

市以外が実施主体になりえない事務事業である

施設費

施設建設費

国や県と重複のない事務事業である

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

備考欄（留意事項）

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

チェック
チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、

「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

建設部　上下水道課

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている ○

○

○

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

○

○

○

○

安全で快適な生活環境を確保するため、公共水域の水質保全を
図っていく事業として必要である。

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

142,000

当初予定した実施項目が達成できた

受益者負担を検証している

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

―

×

○

○

負担金２２万円により、市が合併処理浄化槽を設置する。公共下水道などの集合処理の汚水処理能力と比べても遜色ない合
併処理浄化槽は、集合処理区域と同様にトイレを水洗化して快適な文化生活を営めるようにするだけでなく、水質汚濁の原
因である台所・風呂・洗濯などの生活排水もきれいにし、公共水域の水質保全を図る。

財源（千円）

○

合計

○

8,001 15,783

25年度

効
率
性

単位あたりコストを削減することはできない

○

財源（千円）

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コスト コスト（千円）

71,00091,282 39,594 直接事業費

人件費

直接事業費 国県補助金等

コスト（千円）

直接事業費 38,325 国県補助金等32,056

コスト（千円）

142,000

23年度 24年度

国県補助金等

3,830 受益者負担受益者負担

財源（千円）

人件費 23,760人件費

56,800一般財源等合計 43,711107,065 一般財源等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

公共水域の水質保全を図り、安全で快適な生活環境を確保する。

合計 10,44046,326 一般財源等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

内　　　容

14,200受益者負担

事務事業の効果を適正に把握している

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

○

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

○

○

○

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

―

整備スピードは個人の設置意思に左右されやすいため、今後も
さらに広報等により環境に対する意識啓発を進め、早期整備を
図る必要がある。

×

分散して立地している家屋については、集合処理より個別の浄
化槽整備の方が安価であるが、市の設置する浄化槽施設が個人
の宅地内にあることへの不満もある。

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円
改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

下水道事業から浄化槽事業への見直し時には、説明会を実施し
ている。また、広報誌等で啓発を行っている。

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

―

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

市
民
参
画

―

人

千円

年度

年度

142,000

千円 目標年度に目標を達成できそうである

成果指標について当初設定した計画値が達成できた ×

○

―

合計

活
動
・
結
果
指

単位

人

基

対　前　年　比

単位

56,800

0.95

合計

1.90

43,711107,065

－

－

25年度

130.00

－

142,000,000

－

320.00
生活排水処理人口

実績値

46,236,000

－

90.00

111.00

334,578.13

対　前　年　比

コ ス ト

浄化槽設置基数
計画値 130.00

実績値

107,065,000

単位当たりコスト①

単位当たりコスト② 964,549.55

258.14%

142,000,000

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

専門性をもった人材を活用できている

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

目的が達成できるような事務事業の内容である

154.00

24年度

107.00

107,065,000

－

286.00

－

312.00

299.07% －

23年度

140.00

1,075,255.81

コ ス ト 46,326,000

43.00

計画値

432,953.27

合計

人

指　標　名　等

10,440

必要人員

46,326

時間外勤務手当 千円

198.00

有
効
性

人

備 考
（指標の計算方法、算式等）

職員の能力開発のための対策は十分になされている

今後の計画値
（計画年度）

浄化槽設置基数では計画値より実
績値が下回ったが，生活排水処理
人口の計画値は130基×2.2人＝
286人，実績値は実使用人数の
合計の320人となり計画値を上
回った。

○

○

○

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

実績値

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
整備進捗率

計画値

実績値

指　標　名

指
標

地元説明会
単位

単位

51.40

60.60 設置累計基数／計画基数
1,558基　　　2,600基

浄化槽整備率

単位 計画値

－

計画値

実績値

80.0059.60

57.80 59.90

64.90

回 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－

5.00

年度

1.00 －

4.00

整備済み累計人口／処理計画人口
7,860人　　　　15,898人
数値見直しにより減となっている

23年度 24年度

51.20 49.20

52.40 49.80

25年度

80.00

－

目標値
（目標年度）

年度

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

見直し区域への説明会

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

H28 年度

年度

H28

－

－

①

②

上本 文生
継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

優先的に継続する
主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容改善項目

解決できていない課題

管路整備による集合処理での維持管理と同等な使用料体系から、浄化槽
での個別処理での個人負担分（ブロアー電気代、ポンプUP施工費・電気
代など）について、集合処理との整合性が必要。

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

％

指標化できない成果

実績値 57.80 59.90 H28 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

103 建設部 上下水道課（浄化槽市町村整備推進事業（市設置））



年 月 ～ 年 月

主な
関連

予算・
事業名

項

会計名

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

下水道啓発事業

目

電話
柿田治宣

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

款 1

国や県と重複のない事務事業である

1

建設部　上下水道課 0826
（47）1204

他の事務事業と統合できない事務事業である

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

下水道啓発事業

3 平成

施　 策 下水道の整備

平成 16

主要施策

25 3

対　　　象
（誰のために）

下水関係の受益者

104

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ 安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

一般職員人件費

一般職員人件費

1

市以外が実施主体になりえない事務事業である

下水道関係特別会計21～25

一般職員人件費

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

1

一般職員人件費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

中事業

大事業

担当部課

作成者氏名

○

○

備考欄（留意事項）

　下水道事業の住民への啓発は、生活環境の改善と公共水域の
保全を行うため必要である。
　また、整備促進補助金を交付することにより、早期加入が図
られ生活環境の改善と公共水域の水質保全を図る。

○

○

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

○

チェック

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

○

○

○

○

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

国県補助金等

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

0一般財源等

人件費

　説明会開催並びに広報紙でPRを行うことにより、より多く
の受益者へ事業内容の説明をして、理解を得ることが出来る。
また、このことによって加入促進につながっている。
　受益者分担金を段階制にすることで、早期加入者に対し負担

○

16,395

○2,527

合計

×

×

×

×

×

事務事業の効果を適正に把握している

○

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

効
率
性

当初予定した実施項目が達成できた

1,031

コスト（千円）

0

2,483

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

内　　　容

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 0

人件費 954受益者負担受益者負担

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

1,496 受益者負担

23年度 24年度

それぞれの下水道整備手法に理解を得，下水道の適切な使用と加入の促進を図ることにより，生活環境の改善と公共水域の
水質保全を図る。（公共下水道、特定環境保全公共下水道、農業集落排水、浄化槽、コミュニティプラント）

広報掲載，説明会の開催，下水道課へ来客された住民への窓口対応
下水道整備促進補助金の交付（Ｈ19年度からは、分担金の納付年度で納付額を調整する受益者負担制度を統一したため、
この補助金は廃止した。）

財源（千円）

直接事業費 国県補助金等13,912 国県補助金等

一般財源等合計合計 2,527 一般財源等 15,441

　説明会の回数並びに広報紙でPRを増やすことにより、コス
トは上がるが、説明会の集会単位、広報紙へのPRの内容・頻
度など検討しコスト削減を図る。
　加入促進補助金を工事店の促販で活用してもらい、受益者の
関心を高め、早期加入の促進となった。
　河川愛護月間における啓発イベント「いかだレース」会場に
おいて、河川水質と下水浄化の関係パネル展示や啓発チラシを
配布し、下水等接続・浄化槽設置の意識高揚をを図った。

単位あたりコストを削減することはできない

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

×

○

○

○

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている ○

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

271.00

0 　受益者分担金を段階制にすることで、早期加入者に対し負担
が軽減でき加入の促進が図れる。
　加入促進補助金の有利性が、受益者の加入意識の高揚になっ
た。
　未接続者への個別啓発まではできなかった。

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

人

－

16,395

3.00

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

工事の完成に伴い，供用開始とな
る地域を対象に地元説明会を開催
し，加入の促進を図る。（地域の
実情を勘案し，集会の範囲を設定
する。）

コ ス ト

―

合計

―

目標年度に目標を達成できそうである

備 考
（指標の計算方法、算式等）

市民への情報提供を行っている

専門性をもった人材を活用できている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

―

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した人

千円

成果指標について当初設定した計画値が達成できた1,031 0

単位当たりコスト②

実績値

人

千円

H252.00

0.30

2.00

1,241,000コ ス ト

計画値 3.00

必要人員

927,000

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

75.00% －

400,000.00

H25

今後の計画値
（計画年度）

有
効
性

100.00%

44.00

2.00

―

○

○

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

供用開始説明会

実績値

計画値

24年度

4.00

－

－

413,666.67

1,600,000

啓発（広報発行）

指　標　名　等 25年度

既に供用を開始している地域に対
し，加入の促進を図るため市の広
報誌へ掲載を行なう。（全戸配
付）　河川水質向上啓発イベント
に合わせた啓発の実施。

年度

○

2,527

5.00

23年度

時間外勤務手当 千円

活
動
・
結
果
指

単位

回

回

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

単位当たりコスト①

463,500.00

0.30

15,441

下水道等の更なる加入促進を図るため。下水

3.00

－

－

248,300

124,150.00

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

271.00
改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

単位 計画値

実績値

25年度

55.00

－

単位

　
　
成
果
指
標

％

単位

％

市内下水道加入率（人口
比）

計画値

実績値

整備区域内の加入率（人口
比）

指　標　名

コ ス ト

計画値

加入人口÷行政人口（行政人口の減
により加入率が減少することがあ
る）

計画値

実績値

55.0055.00

58.83 59.00

－

計画値

実績値

対　前　年　比

件

指
標

単位

単位

単位当たりコスト③

実績値
加入促進事業

84.64 85.00

88.00 89.00

－

14,905,700

51,755.90

23年度 24年度
備 考

（指標の計算方法、算式等）

年度

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

下水道等の更なる加入促進を図るため。下水
道加入者が施工する排水設備工事の一部を補
助する。公共55件、特環70件、農集15
件、浄化槽130件、コミプラ1件
　実績見込は、公共89件、特環46件、農集
14件、浄化槽138件、コミプラ1件
(総数288件　内３月見込90件含む)
補助金予算 13,912千円

目標値
（目標年度）

年度

水洗化人口÷整備区域内人口

H25 年度

年度

H25

90.00

－

年度288.00 －

－

－

－

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

　加入促進補助事業の創設により、早期加入の意識を高めた。

解決できていない課題

　高齢者のみの世帯・高齢者独居の増加により、水洗化への高負担に加
入意欲の低下がある。
　また、加入分担金を払いながらも、宅内水洗化改修に高額費用がかか
るため、下水道管接続が遅れている世帯もある。
　浄化槽整備区域においては、敷地の問題もありリフォーム等と合わせ
た施工が多く、その分費用負担も増えることになる。

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

継続する
上本　文生

優先的に継続する

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

－％

指標化できない成果

る）実績値 58.83 59.00 H25 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

104 建設部 上下水道課（下水道啓発事業）



年 月 ～ 年 月

○

市以外が実施主体になりえない事務事業である

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

チェック

21～25

○

○

備考欄（留意事項）

款

21～25

21～25

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

市民のニーズを的確に把握している

中事業 国や県と重複のない事務事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

施設の適正管理及び生活環境の改善・公共水域の水質保全を行
う。処理施設が18施設あり老朽化により機器故障及び緊急に
対応を要するケースが多くなっている。管路の閉塞等の対応も
あり管清掃等含め管理内容の検討が必要である。

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている21～25

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

佐々木　宏

0826
（47）1204

下水特別会計款２　，　一般会計４

下水特別会計項１　，　一般会計２

建設部　上下水道課

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

電話
チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、

「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

105

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

担当部課

作成者氏名

下水特別会計中２～７　，　一般会計１

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

下水道施設管理事業

3 平成

施　 策 下水道の整備

対　　　象
（誰のために）

下水道使用者及び地域住民

―

○

―

○

○

大事業

主な
関連

予算・
事業名

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成

下水特別会計目１　，　一般会計２

下水特別会計大２　，　一般会計３

21～25

16

目
主要施策

25 3

項

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

施設の適正な維持管理を行い放流水の水質分析を行うことによ
り公共水域の水質保全を行う。施設の老朽化により維持管理費
が増大する傾向にあるが、適正な維持管理に努めコスト削減を
図っていく。

合特法による協定の代替業務として位置づけているため、管理
費等の削減を行うことは難しい。今後、収入の減少もあり施設
の老朽化に伴う機器の修繕等課題が大きくなるが、コスト削減
を含め管理費の見直しは必要になる。

×

合計 242,399523,875 一般財源等552,657一般財源等 226,876

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

施設の適正な管理を行う。
水の汚れの状況（BOD）等の測定・分析し，数値基準内での維持管理を行う。。
浄化槽の法定検査を行い，改善の必要なCランクの割合を減少させる。

人件費

財源（千円）財源（千円）

国県補助金等国県補助金等 552,657

24年度

人件費

 直接事業費

一般財源等

受益者負担 302,702

（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト（千円）

25年度

コスト（千円）

内　　　容

直接事業費 487,858

コスト

合計

23年度

192,315495,017

コスト（千円）

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

296,999

515,945 国県補助金等

受益者負担7,930人件費 7,159

直接事業費

受益者負担

○

効
率
性

当初予定した実施項目が達成できた

○

×

○

×

×

事務事業の効果を適正に把握している

○

合計

×

×

○

310,258

○成果指標について当初設定した計画値が達成できた

下水道施設の適切な管理を行うことにより，生活環境の改善と公共水域の水質保全を図る。

財源（千円）

の評価を行っ

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

×

18.00

図っていく。

○

○

合計 242,399

18.00

23年度

523,875 一般財源等552,657一般財源等

0.95

226,876

6.00

178,740,000

6.00

対　前　年　比

人

指　標　名　等

必要人員

時間外勤務手当

0.85

活
動
・
結
果
指
標

対　前　年　比

単位

コ ス ト

計画値

63,791.50

155,268,503

2,546.00

2,500.00

2,434.00

161,879,302

63,581.82

2,550.00

104.60%

77.00

24年度

18.00

千円125.00

単位

施設
集合処理管理基数

25年度

計画値 18.0018.00

100.00%

348,605,698

－

18,144,711.11

9.00

326,604,800

65,810.01

106.68%－

2,716.00

353,754,000

18.00

2,716.00

100.00%

19,653,000.0019,366,983.22

一般財源等

基

単位当たりコスト①

実績値

合計 192,315495,017

浄化槽管理基数
計画値単位

実績値

有
効
性

年度

千円千円

今後の計画値
（計画年度）

―

合計

―

市民への情報提供を行っている

備 考
（指標の計算方法、算式等）

―さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

―

○

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

目的が達成できるような事務事業の内容である

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

目標年度に目標を達成できそうである ○

専門性をもった人材を活用できている

市が管理する浄化槽の数(市設置
分･市への移管分の計）

台帳作成（18処理区管路施設）

職員の能力開発のための対策は十分になされている

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

人人

コ ス ト

単位当たりコスト②

年度

市
民
参
画

下水道の集合処理施設(処理場)の
数

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

上本　文生
完了した

縮小して継続する

改善項目

①

②

今年度までに実施した改善内容

他事業と統合する

解決できていない課題

合特法による協定の代替業務として位置づけているため、管理費等の削
減を行うことは難しい。

優先的に継続する
主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

資源配分の方向性
休止、廃止をする

6.00

年度

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

測定件数=検体数（実績値）

法定検査におけるCランク件数

目標値
（目標年度） 予算（大事業）名

23年度 24年度

145.00

25年度

13.00

36.00

36.00 100.00

5,985,000

9.00

66.67%

13.00

－

1,995,000.00

450.00%

20,163,000

2,240,333.33

0.80 6.21

1.50 0.70

2.00

5,460,000

151.00

2,730,000.00

6.00
標

水質分析（BOD）測定件
数

3.00

単位

単位 計画値

実績値
下水道台帳作成

対　前　年　比

回

コ ス ト

計画値 9.00

計画値

実績値

2.50

2.10 4.36

Cランク件数/法定検査受験件数

年度

年度

年度

超過件数/測定件数

106.00

4.00

6.00

1.95

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％

浄化槽法定検査Cランク割
合

水質分析（BOD）の基準
超過割合

件

浄化槽法定検査Cランク件
数

単位 計画値

件 実績値

指　標　名

実績値

単位当たりコスト③

台帳作成（18処理区管路施設）

実績値

計画値

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

③指標化できない成果ｶﾑ

105 建設部 上下水道課（下水道施設管理事業)



年 月 ～ 年 月

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

事務事業の概要（Plan）

（47）1204

国や県と重複のない事務事業である

1

2

1

妥
当
性 市以外が実施主体になりえない事務事業である

一般管理費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ 安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

建設部　上下水道課 0826
電話

山崎　勝宏

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

チェック 備考欄（留意事項）

・平成24年度から、排水設備設置普及促進補助金制度の開始
により、利子補給制度と共に早期加入を促進し、普及率の向上
及び生活環境の改善と公共水域の水質保全を図る。

・指定工事店制度により、排水設備工事を適切に行うことで施
設の適正な管理を行うことにより、雨水等の浸入を防ぎ維持管
理費等の経費削減を図る。

･施設の老朽化により機器の故障等、緊急対応を要するため、
優先順位等を設定し効率的な修繕計画をする必要がある。

○

×

○

○

○

○

○

一般管理費

1

担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

市民のニーズを的確に把握している

総務費

総務管理費

目

会計名

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

款 1 市民のニーズが適正に反映されている

一般管理費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

排水設備事業

3 平成

施　 策 下水道の整備

3

106

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

対　　　象
（誰のために）

下水道使用者

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

主要施策

25

○

○

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

中事業
事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

適正な排水設備の施行を確認する

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

○

事務事業の効果を適正に把握している

○他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

○

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

補助金制度の制定により、加入促進をさらに進めていく。供用
開始説明会等での周知を図り普及率の向上に努める。

･排水設備の施行確認については、現状どおり指定工事店の指
導･書類審査･現地確認の一連の作業を行う必要性がある。

･人口の減少による使用料金収入の減少により、適切な維持管
理を行い経費の削減に努める必要がある。

○

○

×

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

15,270

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

一般財源等

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

単位あたりコストを削減することはできない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

申請書類の確認及び完了検査の実施
指定工事店受付・登録
指定工事店への説明会実施
排水設備改造資金利子補給

8,930

24年度

4,981一般財源等

コスト（千円）

2,0645,058 一般財源等 合計 成果指標について当初設定した計画値が達成できた合計

6,376

財源（千円）

11,357

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

2,994

国県補助金等

受益者負担

23年度

受益者負担5,009受益者負担5,053人件費 6,340

財源（千円）

国県補助金等10,261

人件費

直接事業費

合計

○

○

○

○

×

○

○

人件費

効
率
性

当初予定した実施項目が達成できた

国県補助金等

コスト（千円）財源（千円）

 直接事業費 11,357

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 5

内　　　容

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

○

○15,270

200.00

0.60

8,930

200.00

4,981

60.00

6.006.00

42.00
活
動
・
結
果
指

45,428.0065,677.42

2,064

必要人員

5,058

時間外勤務手当 千円

9,085,600

34,071.00

101.69%－

2,044,260

8,201.76

2,748,600

46,586.44

140.48%

目標年度に目標を達成できそうである

備 考
（指標の計算方法、算式等）

今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

344,474

合計

49.00

24年度

149.00

12,216,000

200.00

60.0059.00

88.00

124.83% 107.53%

29,454.05

3.00

45.00

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

4,388,653

指定工事店受付･登録
40.00

コ ス ト

計画値

件

－

計画値

年度186.00

180.00

合計 11,357

単位

23年度

千円

人

25年度

0.60

申請書類の確認及び完了検
査の実施 件

人

指　標　名　等

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

実績値

コ ス ト

単位当たりコスト②

単位当たりコスト①

実績値

有
効
性

職員の能力開発のための対策は十分になされている

千円

人

目的が達成できるような事務事業の内容である

―

合計

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市民への情報提供を行っている市
民
参
画

宅内排水設備工事申請件数
【公共】吉田98,【特環】向原中
央8･南3･甲田9･八千代30,【農
集】下土師0･原田2･戸島0･向井
原4･国司3･坂上1･生田2･浅塚
0･船佐4･長田0･入江9･万念喜
12･ｺﾐﾌﾟﾗ1 ○

×

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

指定工事店登録2，異動件数11
更新41,辞退5

金融機関への利子補給回数(一人

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善により予算要求額変更内容

継続する
上本　文生

休止、廃止をする 完了した

改善項目

①

②

優先的に継続する 縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

補助金制度実施による下水道接続促進の実施

解決できていない課題

施設の老朽化に伴う優先順位に基づいた、メンテナンス及び修繕等さら
に、下水道本管の清掃業務等の計画的実施

年度

年度

年度

目標値
（目標年度） 予算（大事業）名

他事業と統合する
資源配分の方向性

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

23年度 24年度

1.00

300.00%

227,140

1.00

324,531

1.00

5.00

5.00

75,713.33

6.00

6.00

6.00

1.00

54,088.50

0.00

305,400.00

－ 16.67%

305,400

指
標

単位当たりコスト③

84.70 84.50

88.00 88.00

3.00

0.00

実績値
利子補給

対　前　年　比

回

コ ス ト

計画値単位

1.00

3.00

実績値

86.00

計画値

実績値

5.00

5.00 5.00

－

－

25年度

4.00

計画値

実績値
供用開始説明会

単位 計画値

整備区域内の加入率
（人口比）

指定工事店説明会
単位

回

回

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

指　標　名

実績値

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）
金融機関への利子補給回数(一人
一件として）

年度
主務課長氏名

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 －

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

106 建設部 上下水道課（排水設備事業）



年 月 ～ 年 月

項

会計名

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

目

電話
柿田治宣

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

款 1

国や県と重複のない事務事業である

1

建設部　上下水道課 0826
（47）1204

他の事務事業と統合できない事務事業である

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

下水道事業経理事務

3 平成

施　 策 下水道の整備

平成 16

主要施策

25 3

主な
関連

予算・
事業名

対　　　象
（誰のために）

下水道使用者

107

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ 安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

一般職員人件費

一般職員人件費

1

市以外が実施主体になりえない事務事業である

下水道関係特別会計21～25款

一般職員人件費

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

1

一般職員人件費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

中事業

大事業

担当部課

作成者氏名

○

○

備考欄（留意事項）

　適正な会計運営を行うため，予算編成・決算調査・消費税申
告などを行う。

○

○

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

○

チェック

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

―

○

○

○

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

260国県補助金等

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

財源（千円）

114一般財源等

人件費

　適切な会計処理を行うために，必要な事務である。○

6,121

○5,896

合計

○

×

○

○

○

事務事業の効果を適正に把握している

○

直接事業費

財源（千円）

人件費

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

効
率
性

当初予定した実施項目が達成できた

2,511

コスト（千円）

260

5,843

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

146

一般財源等 2,597

内　　　容

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 257

人件費 3,524受益者負担受益者負担

6,153

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

3,642 受益者負担

23年度 24年度

適正な会計運営を行う。

各種伝表起票，消費税申告計算，予算編成，決算状況調査

財源（千円）

直接事業費 国県補助金等278 国県補助金等

一般財源等合計合計

　下水道会計は、一般会計と５事業の特別会計があり、集約し
て処理している。特別会計の統合を行えば効率が上がるが，現
状での統合は困難である。
　下水道特別会計は、将来的には企業会計に移行予定である
が、会計制度が複雑になり事務者の育成が必要である。

単位あたりコストを削減することはできない

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

○

―

○

○

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている ○

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

114

4.00

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

4.00

人

－

6,121

4.00

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

【会計数５会計】　公共下水道事
業，特環下水道事業，農業集落排
水事業，浄化槽整備事業の申告及
び中間申告、修正申告。

H25

6.00

4.00

―

合計

―

目標年度に目標を達成できそうである

備 考
（指標の計算方法、算式等）

市民への情報提供を行っている

専門性をもった人材を活用できている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

―

―

―

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した人

千円

成果指標について当初設定した計画値が達成できた2,511 260

人

千円

0.70 0.70

2,597

単位当たりコスト②

実績値

0.70

6.00

必要人員

6,153

4.00

23年度

6.00

814,200コ ス ト

4,129,000

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

100.00% －

141,500.00

4.004.00

H25

今後の計画値
（計画年度）

有
効
性

100.00%

103.00

6.00

―

―

―

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

消費税申告計算

実績値

計画値 4.00

57.00

24年度

6.00

－

－

135,700.00

849,000

予算編成

指　標　名　等 25年度

【会計数６会計】　一般会計，公
共下水道事業，特環下水道事業，
農業集落排水事業，浄化槽整備事
業，ｺﾐﾆｭﾃｨ・ﾌﾟﾗﾝﾄ整備事業
それぞれの会計において、当初予
算、補正予算が年３回ある。

年度

―

6.00

コ ス ト

時間外勤務手当 千円

活
動
・
結
果
指

単位

会計

会計

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

単位当たりコスト①

688,166.67

計画値

【会計数４会計】　公共下水道事

6.00

－

－

4,131,600

688,600.00

6.00

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

4.00
改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

単位 計画値

実績値

25年度

－

4.00

単位

　
　
成
果
指
標 単位

計画値

実績値

指　標　名

計画値

実績値

－

4.004.00

計画値

実績値

指
標

単位

単位

4.00

単位当たりコスト③

実績値
決算状況調査(決算統計)

対　前　年　比

会計

コ ス ト

計画値

293,750.00

1,175,200

293,800.00

100.00%

1,175,000

23年度 24年度
備 考

（指標の計算方法、算式等）

年度

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

【会計数４会計】　公共下水道事
業，特環下水道事業，農業集落排
水事業，浄化槽整備事業

目標値
（目標年度）

年度

年度

年度

－

H25 年度4.00 －

－

－

－

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

　企業会計に向けて施設台帳の作成及び管路台帳等の整理を、経年
継続で整備していく。

解決できていない課題

　安定経営に向けた経営分析を行うためにも施設更新課化計画を具体化
する必要がある。

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

継続する
上本　文生

優先的に継続する

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

　日々の歳入・歳出事務、会計の運営を行っている。

－

指標化できない成果

実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

107 建設部 上下水道課（下水道事業経理事務）



年 月 ～ 年 月

項

会計名

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

目

電話
益原　樹里

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

款 1

国や県と重複のない事務事業である

1

建設部　上下水道課 0826
（47）1204

他の事務事業と統合できない事務事業である

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

下水道分担金賦課・徴収事業

3 平成

施　 策 下水道の整備

平成 16

主要施策

25 3

主な
関連

予算・
事業名

対　　　象
（誰のために）

下水道排水処理施設の利用者（受益者）

108

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ 安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

一般管理費

一般管理費

1

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

2

一般管理費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

中事業

大事業

担当部課

作成者氏名

○

○

備考欄（留意事項）

受益者分担金を徴収することで、事業の公平性を確保する。ま
た、平成１９年度を移行年度として、平成２０年度から分担金
の統一を図り、供用開始後の分担金支払い時期により段階的に
金額を制定し、早期加入を促進している。このことにより、生
活環境の改善と公共水域の水質保全を図る。

○

○

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

○

チェック

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

○

○

○

○

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

13国県補助金等

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

財源（千円）

▲ 3,925一般財源等

人件費

受益者分担金を段階的にすることで、早期加入者に対し負担が
軽減でき加入の促進が図れる。また、徴収率を上げることで負
担の公平性を図る。

0 ○

5,009

○5,053

合計

―

×

×

×

○

事務事業の効果を適正に把握している

×

直接事業費

財源（千円）

人件費

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

効
率
性

当初予定した実施項目が達成できた

2,081

コスト（千円）

13

5,009

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

3,938

一般財源等 2,126

内　　　容

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 46

人件費 2,883受益者負担受益者負担

5,099

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

3,018 受益者負担

23年度 24年度

受益者に分担金を納付してもらうことにより下水道への加入を図り、排水設備の整備により生活環境の向上並びに公共水域
の水質保全を行う。

受益者届・納付時期申出書受付、分担金台帳電算入力、分担金賦課徴収

財源（千円）

直接事業費 国県補助金等0 国県補助金等

一般財源等合計合計

受益者分担金は納付時期により１年以内２２万円・２年以内２
５万円・３年以内２８万円・３年越３０万円と条件を統一し
た。このことにより、事務の効率化が図れる。

単位あたりコストを削減することはできない

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

○

○

○

○

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている ○

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

▲ 3,925

220.00

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

346.00

人

－

5,009

208.00

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

【下水道関係５会計】分担金の調
定件数(現年)を記載した

148.00

―

合計

―

目標年度に目標を達成できそうである

備 考
（指標の計算方法、算式等）

市民への情報提供を行っている

専門性をもった人材を活用できている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

―

○

×

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した人

千円

成果指標について当初設定した計画値が達成できた2,081 13

人

千円

0.60 0.60

2,126

単位当たりコスト②

実績値

0.60

54,180.00

必要人員

5,099

208.00

23年度

時間外勤務手当 千円

活
動
・
結
果
指

46,390.00

4,016,000コ ス ト

779,000

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

－ －

21,449.20

465.00

今後の計画値
（計画年度）

有
効
性

－

88.00

64,280.00

―

―

―

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

分担金の賦課

実績値

計画値 300.00

49.00

24年度

187.00

－

－

－

4,011,000

分担金の徴収金額

指　標　名　等 25年度

【下水道関係５会計】分担金の徴
収金額(現年)を記載した

年度

○

41,610.00

コ ス ト

単位

件

千円

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

単位当たりコスト①

計画値

18.72

過年度調定額×収納率（過年）

284.00

－

－

753,000

－

51,430.00

住民説明会を開催し、住民の意向を確認した上で事業実施して
いる。また、工事説明会・供用開始説明会を行っている。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

346.00
改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

単位 計画値 231.00

千円 実績値

25年度

46,390.00

30.00

555.00

495.00

－

148.00

分担金の調定金額(過年)

単位

　
　
成
果
指
標

％

単位

％
分担金徴収率(過年)

計画値

実績値
分担金徴収率(現年)

指　標　名

指
標

分担金の調定金額(現年)

1,000.00

徴収金額÷調定金額計画値

実績値

30.00

10.81 6.06

－

465.00

計画値

千円 実績値

千円

コ ス ト

計画値

単位

単位

100.00 100.00

100.00 100.00

41,610.00

5,150.00

252,000

64,280.00

－

－

309,000

54,180.00

23年度 24年度

495.00

60.00

単位当たりコスト③

実績値
分担金の徴収金額(過年)

対　前　年　比

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

過年度調定額×収納率（過年）

目標値
（目標年度）

年度

徴収金額÷調定金額

年度

年度

－

年度30.00 －

51,430.00

－

－

－

30.00

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

受益者分担金・整備促進報奨金は平成１８年度までは旧町の条例で
行っていたが、１９年度を移行年度とし２０年度からは整備促進報
奨金をなくし分担金の金額を統一した。

解決できていない課題

分割納付不履行者への対応。

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

継続する
上本　文生

優先的に継続する

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

－％

指標化できない成果

実績値 10.81 6.06 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

108 建設部 上下水道課（下水道分担金賦課・徴収業務）



年 月 ～ 年 月

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

目

25 3

款

担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

建設部　上下水道課 0826
（47）1204

○

×

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

下水道使用料賦課・徴収事業

3 平成

施　 策 下水道の整備

16

主要施策

平成

対　　　象
（誰のために）

下水道使用者

109

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

2 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

一般管理費

1

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
下野　直生

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

1

一般管理費

一般管理費

1

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

チェック

国や県と重複のない事務事業である

○

○

備考欄（留意事項）

施設を管理運営していく上で、使用料の徴収は不可欠であり、
市民の理解を得ながら料金の設定について検討していく必要が
ある。人数制の場合は人数による認定水量で算定しているた
め、世帯人数の把握を的確に行う必要がある。世帯人数が実態
と異なる場合は、減免申請により人数の変更を行うことで実態
に合った料金とした。また、使用料は施設管理費の一部に充て
ており、料金収入を上げることで管理運営を行い、生活環境の
改善と公共水域の水質保全を図る。

○

○

○

○
事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

7,015 事務事業の効果を適正に把握している

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

5,896

○

○

×

○

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

効
率
性

当初予定した実施項目が達成できた

7,015

○

×

―

×

×

○

○

5,843 3,938

一般財源等合計合計 2,772

人件費 4,022 受益者負担4,275

合計

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である内　　　容

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

使用者から適正な使用料を賦課し、徴収を行う。

申請書の受付・入力、口座振替依頼書入力、調定の確認、納付書発行、口座振替処理、消込、滞納整理

財源（千円）

直接事業費 国県補助金等4,454 国県補助金等

コスト（千円）

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 898

コスト（千円）

23年度 24年度

3,077一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

6,794 一般財源等 6,02210,297

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

○

適正に使用料を賦課・徴収し、徴収率を上げることで負担の公
平性を図る。使用開始時や使用者変更時には、口座振替制度に
ついて説明し納付の利便性を図る。悪質な滞納者には、水道給
水停止時に同行し、滞納料金の徴収を行った。

平成１８年度に使用料統一を行い、24年度から下水の窓口業
務を民間委託し、事務の効率化を図った。

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

×

単位あたりコストを削減することはできない

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

下水道関係5会計使用料の調定件
数（現年）を記載した。
下水接続や浄化槽設置により増加
する。

○

―

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市民への情報提供を行っている

専門性をもった人材を活用できている

○

目標年度に目標を達成できそうである

人

千円

成果指標について当初設定した計画値が達成できた7,015

57.00103.00

人

2,772 合計

活
動
・
結
果
指

単位

件

千円

対　前　年　比

単位

指　標　名　等

コ ス ト

単位当たりコスト②

調定金額×徴収率

305,236.00

単位当たりコスト①

使用料の徴収金額（現年）
303,904.00

4,107,000コ ス ト

計画値

実績値

計画値

対　前　年　比

45,000.00

310,148.00

1,358,000

－ －

107.92

有
効
性

年度

人

千円

0.70

実績値

0.70

3,077

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

使用料の賦課件数

必要人員

6,794

時間外勤務手当 千円

321,375.00

0.70

6,02210,297

23年度 24年度

44,068.00

今後の計画値
（計画年度）

－

－

－

－

87.52

4,756,000

－

42,624.00

1,736.00 調定金額×徴収率

46,928.00

1,736.00

－

1,308,000

4.074.45

―

水停止時に同行し、滞納料金の徴収を行った。

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

×

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

指　標　名

4,867.00

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

計画値

実績値

－
使用料の調定金額（過年）

単位 計画値

4,349.00

3,640.00

計画値

指
標

使用料の調定金額（現年）
単位

単位 計画値

千円 実績値

306,974.00

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
使用料の徴収率（過年）

使用料の徴収率（現年）

実績値

40.00

36.35 31.82

40.00

－

23年度計画値と同じ徴収率

単位当たりコスト③

実績値
使用料の徴収金額（過年）

対　前　年　比

千円

680,000

計画値

コ ス ト

99.29 99.50

99.70 99.00

－

千円 実績値

311,081.00

年度

23年度計画値と同じ徴収率
将来は100％を目指す。

1,580.00

23年度 24年度

1,736.00

－

下水道関係5会計使用料の調定金
額（過年）を記載した。

調定金額×徴収率

308,940.00

430.38

616,000

323,031.00

406.06

－

－

年度

25年度

4,342.00

－

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

完了した

縮小して継続する

年度

年度

②

主務課長氏名
優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

下水道関係5会計使用料の調定金
額（現年）を記載した。

改善項目

①

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

上本　文生

改善により予算要求額変更内容

継続する

1,736.00

1,517.00 －

目標値
（目標年度）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

％

各会計において、窓口・料金業務の委託を新規7,170千円行う。
指標化できない成果

実績値 36.35 31.82 － 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

109 建設部 上下水道課（下水道使用料賦課・徴収業務）



年 月 ～ 年 月 ○

○

備考欄（留意事項）

計画的な収集を行うことで、清潔で快適な暮らしを確保し生活
環境の保全を図る。

○

○

○

○

チェック

国や県と重複のない事務事業である

2 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

し尿処理事業費

4

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
益原　樹里

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

2

し尿処理費

し尿処理費

1

市以外が実施主体になりえない事務事業である

衛生費

清掃費

110

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

し尿収集手数料賦課・徴収事業

3 平成

施　 策 下水道の整備

16

主要施策

平成

対　　　象
（誰のために）

汲み取りトイレの使用者 ○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

目

25 3

款

担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

建設部　上下水道課 0826
（47）1204

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

○

し尿の適正な処理は、生活環境衛生の保全を行う上で必要不可
欠な事業である。（市の固有事務）

し尿収集は、下水道の整備により減少しており、効率性の面は
悪くなっている現状である。し尿収集業者への措置として「下
水道の整備等に伴う一般廃棄物処理業者等の合理化に関する特
別措置法」（合特法）の協定により収集業者を実施しており、
今後とも業者との協議を重ねていく必要がある。

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

×

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

5,991 一般財源等 1,2166,311 ▲ 3一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

使用者に対し、し尿収集手数料の賦課・徴収を行う

収集データ取込、調定作成、納付書発行、消し込み、滞納整理

財源（千円）

直接事業費 国県補助金等51 国県補助金等

コスト（千円）

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 95

コスト（千円）

23年度 24年度

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である内　　　容

国県補助金等

6,260 56

一般財源等合計合計 1,334

人件費 4,657 受益者負担5,095

合計

×

×

―

○

○

○

―

5,896

○

○

×

○

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

効
率
性

当初予定した実施項目が達成できた

53

53 事務事業の効果を適正に把握している

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしているて下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

×

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

×

―

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

12,119.00

953.00

－

1,893,000

24.9422.62

984.00 調定額×徴収率

－

－

－

312.40

3,595,000

－

13,000.00 11,780.00

必要人員

5,991

時間外勤務手当 千円

75,900.00

0.75

1,2166,311

23年度 24年度

12,800.00 H25

今後の計画値
（計画年度）

1.00% －

280.86

984.00

有
効
性

年度

人

千円

0.70

実績値

0.75

▲ 3

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

し尿収集手数料賦課徴収件
数

し尿収集手数料徴収額
（現年）

80,209.00

3,786,000コ ス ト

計画値

実績値

計画値

対　前　年　比

73,349.00

12,400.00

78,008.00

1,797,000

活
動
・
結
果
指

単位

件

千円

対　前　年　比

単位

指　標　名　等

コ ス ト

単位当たりコスト②

調定額×徴収率

H2579,450.00

単位当たりコスト①

61.00103.00

人

1,334 合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市民への情報提供を行っている

専門性をもった人材を活用できている

○

目標年度に目標を達成できそうである

人

千円

成果指標について当初設定した計画値が達成できた53

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

○

―

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善により予算要求額変更内容

継続する

953.00

919.00 －

目標値
（目標年度） 改善項目

①

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

上本　文生

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

計画的に収集を行うため定期収集の推進を行ってきた。また、緊急
収集依頼への対応を行うことにより清潔で快適な暮らしを確保して
いる。

解決できていない課題

完了した

縮小して継続する

H25 年度

年度

H25

し尿収集手数料の見直し検討。（合併時委託制に移行）委託料も長期変
更なし。

②

主務課長氏名
優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

年度

徴収額÷調定額

921.00

23年度 24年度

984.00

73,718.00

－

調定額×徴収率

80,423.00

650.38

632,000

76,769.00

687.70

99.50

－

年度

25年度

1,589.00

－

78,400.00

98.76 98.99

99.50 99.50

1,691.00

－

99.50

千円 実績値

計画値

コ ス ト

984.00

単位当たりコスト③

実績値

し尿収集手数料徴収額
（過年）

対　前　年　比

千円

599,000

実績値

55.0060.00

47.98 53.63

60.00

－

60.00 徴収額÷調定額

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％

し尿収集手数料徴収率
（過年）

し尿収集手数料徴収率
（現年）

指
標

し尿収集手数料調定額
（現年）

単位

単位 計画値

千円 実績値

80,612.00

指　標　名

1,762.00

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

計画値

実績値

－

し尿収集手数料調定額
（過年）

単位 計画値

1,589.00

1,762.00

計画値

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

H25 年度

③

実績値 47.98 53.63 －

指標化できない成果

％
ｱｳﾄ

ｶﾑ

110 建設部 上下水道課（し尿収集手数料賦課・徴収事業）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 下水道の整備
1

26 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

○

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

各種計画推進事業

3 平成

一般管理費

一般管理費

対　　　象
（誰のために）

全市民及びし尿収集業者

111

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

建設部　上下水道課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）1204

2 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

一般管理費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
高藤　誠

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

市民のニーズ・財政状況・費用対効果などにより生活排水処理
計画を見直し、実態に合った計画の策定を行うことは、市民全
体の生活環境の改善と公共水域の保全を行うために必要な事業
である。
また、下水道の整備によって減少するし尿収集は、業者への措
置として合特法に基づく協定により実施しており、今後とも協
議を重ねていく必要がある。
実施内容の検証については、他の自治体を参考にはしていな
い、

款 1

国や県と重複のない事務事業である

1

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

2,106 2,504

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

×

○

○

合計

×

×

×

―

○

×

×

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費

人件費 1,040

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

全市民　生活排水処理計画により適正な排水処理を行う。また、し尿収集業者と「下水道の整備等に伴う一般廃棄物処理業
等の合理化に関する特別措置法」(以下合特法という)に基づく対応を協議し、し尿収集等の適正化を図る

生活排水計画の作成、合特法に基づく対応協議

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

1,073

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

○一般財源等合計合計 1,0332,106 一般財源等 2,504

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

1,464

毎年、生活排水処理実施計画を公示する必要がある。

協定に基づく代替業務として、し尿収集の委託制・下水道施設
の維持管理、浄化槽の維持管理、その他可能な業務としてい
る。
今後も協議を重ね、費用の削減について検討していく。

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

○

―

合計

×

○

0

毎年１回実施計画告示に向け実態
を調査する

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

回

回

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

12.00 毎月１回の協議を予定する。
協議事項発生後その都度協議す
る。

年度

1.00

H26

人

千円

H263.00

0.25

単位当たりコスト①

100% －

300,000

計画値

－

有
効
性

○

―

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

―

1,806,000

合計

24.00

24年度

1.00

300,000

－

12.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 300,000

1.00

し尿収集業者との協議
12.00

生活排水処理実態調査

－

実績値

計画値

133.33%

－

300,000

37.00

合計

人

指　標　名　等

1,033

必要人員

2,106

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

2,183,000

545,750602,000

4.00

12.00

1.00

2,504

1.00

－

0.30

1,464

×

1.00

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

実績値

整備区域内の加入率
（人口）

指
標

単位

単位

－

－

88.00

計画値

実績値

－実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－

84.60 84.50

88.00 88.00

－

23年度 24年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

水洗化人口÷整備区域内人口90.00

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

H26

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

し尿収集業者と、合特法に係る合理化事業に関する（新）協定及び
（新）覚書の平成25年度締結に向けての協議を整えた。

解決できていない課題

各処理場維持管理及び浄化槽維持管理業務内容の精査を行い、代替業務
としての整理を行う。

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

上本　文生

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

111 建設部 上下水道課（各種計画推進事業）



年 月 ～ 年 月

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

目

25 3

款

担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

建設部　上下水道課 0826
（47）1204

○

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

し尿収集事業

3 平成

施　 策 下水道の整備

16

主要施策

平成

対　　　象
（誰のために）

汲み取りトイレ利用者

112

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

2 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

し尿処理事業費

4

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
益原　樹里

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

2

一般会計

し尿処理費

し尿処理費

1

市以外が実施主体になりえない事務事業である

衛生費

清掃費

チェック

国や県と重複のない事務事業である

○

○

備考欄（留意事項）

計画的な収集を行うことで、清潔で快適な暮らしを確保し生活
環境の保全を図る。

○

○

○

○
事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

73,261 事務事業の効果を適正に把握している

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

5,475

○

○

×

○

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

効
率
性

当初予定した実施項目が達成できた

73,261

×

×

―

○

○

○

―

6,261 76,880

一般財源等合計合計 21,610

人件費 75,419 受益者負担71,841

合計

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である内　　　容

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

計画的にし尿収集を行うことで、使用者の清潔で快適な暮らしを確保し生活環境の保全を行う。

電話受付、入力、定期収集指示、臨時収集指示

財源（千円）

直接事業費 国県補助金等82,908 国県補助金等

コスト（千円）

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 91,554

コスト（千円）

23年度 24年度

▲ 3,619一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

97,029 一般財源等 17,32889,169

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

○

し尿の適正な処理は、生活環境衛生の保全を行う上で必要不可
欠な事業である。（市の固有事務）

し尿収集は、下水道の整備により減少しており、効率性の面は
悪くなっている現状である。し尿収集業者への措置として「下
水道の整備等に伴う一般廃棄物処理業者等の合理化に関する特
別措置法」（合特法）の協定により収集業者を実施しており、
今後とも業者との協議を重ねていく必要がある。

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

×

単位あたりコストを削減することはできない

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

下水道の整備により、し尿収集は
年々減少している。

○

―

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市民への情報提供を行っている

専門性をもった人材を活用できている

○

目標年度に目標を達成できそうである

人

千円

成果指標について当初設定した計画値が達成できた73,261

61.0096.00

人

21,610 合計

活
動
・
結
果
指

単位

ℓ

件

対　前　年　比

単位

指　標　名　等

コ ス ト

単位当たりコスト②

下水道の整備により、し尿収集は
年々減少している。

H2513,804.00

単位当たりコスト①

し尿収集件数
13,000.00

コ ス ト

計画値

実績値

計画値

対　前　年　比

13,000.00

4,856,000.00

－

13,100.00

97,029,000

－

－

有
効
性

年度

人

千円

0.65

実績値

0.75

▲ 3,619

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

し尿収集量

必要人員

97,029

時間外勤務手当 千円

13,221.00

0.75

17,32889,169

23年度 24年度

5,111,617.00 H25

今後の計画値
（計画年度）

－

－

－

－

5,323,000.00 4,516,000.00

4,889,930.00

－

89,353,000

6,758.417,029.05

○

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

×

―

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

×

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

指　標　名

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

計画値

実績値

－

単位 計画値

計画値

指
標

単位

単位 計画値

実績値

　
　
成
果
指
標

単位

単位

実績値 －

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

－

実績値

年度

23年度 24年度

－

－

年度

25年度

－

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

計画的に収集を行うため定期収集の推進を行ってきた。また、緊急
収集依頼への対応を行うことにより清潔で快適な暮らしを確保して
いる。

解決できていない課題

完了した

縮小して継続する

年度

年度

②

主務課長氏名
優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

改善項目

①

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

上本　文生

改善により予算要求額変更内容

継続する－

目標値
（目標年度）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

し尿収集により清潔で快適な暮らしが出来ている。
指標化できない成果

実績値 － 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

112 建設部 上下水道課（し尿収集事業）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 24

施　 策 下水道の整備
2

28 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

○

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

清流園管理運営事業

4 平成

し尿処理費

し尿処理施設の管理に要する経費

対　　　象
（誰のために）

市内の全市民及び市内全域の施設利用者

一般会計

113

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

衛生費

清掃費

建設部　上下水道課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（47）1204

3 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

清流園管理運営事業

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
吉岡　正典

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

市内全域のし尿・浄化槽汚泥を適正処理し、清潔（衛生的）で
快適な
生活環境を確保する、重要な事業である。また、発生した汚泥
は資源
化設備で炭化肥料として希望者に配布し概ね好評を得ている。

款 4

国や県と重複のない事務事業である

2

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

7,490 10,434

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

―

129,661

○

合計

○

○

○

―

○

○

○

129,661

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 117,136

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

適正・安全な汚泥・し尿処理により、市内全域の家庭及び施設利用者に公害のない安全・安心で衛生的な生活環境を確保す
る
炭化肥料の利用を促進する（再資源化された炭化肥料の有効活用）

・汚泥再生処理センターに搬入された汚泥及びし尿を適正に処理し、安全な放流水質の確保と資源再生品である炭化肥料利用促進を図る
・法で定められた、ばい煙・臭気・処理水等の排出基準値の遵守
・施設の維持管理受託業者の指導・監督
・炭化肥料の利用を広報等により啓発する

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等93,310

129,661一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

―一般財源等合計合計 124,626124,626 一般財源等 103,744

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

103,744

施設がある事により衛生的で快適な住環境が維持できており、
施設
の有効性は発揮できている。

施設の維持管理業務を委託しているが、放流水質・煤塵濃度・
肥料
成分ともに適正な運転管理ができている。
現在は実証運転期間中であるが、その後は合特法の関係上他の
団体
への維持管理業務委託は難しい。
設備の維持管理についても適正に管理されているが、今後コス
ト
削減のため運転方法等を含め更に改善点を探す努力をする。

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

○

―

合計

―

○

129,661

年末・年始及びゴールデンウィー
ク等の長期休日も24時間の連続
運転計画
３６５日
執行額による1日当たりの単価

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

日

ℓ

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

129,661

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

27,740,000.00 処理能力76kℓ/日×365日

年度

365.00

人

千円

21,948,183.00

1.25

単位当たりコスト①

100.00% －

341,441.10

100.00100.00

計画値

－

有
効
性

―

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

○

124,626,000

合計

101.00

24年度

365.00

103,744,000

－

27,740,000.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 124,626,000

365.00

総処理量
27,740,000.00

稼働日数

－

実績値

計画値

96.31%

－

284,230.14

合計

人

指　標　名　等

124,626

必要人員

124,626

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

103,744,000

4.915.68

21,137,890.00

27,740,000.00

365.00

100.00 100.00 実績値/年間処理能力

103,744

365.00

－

1.25

103,744

処理施設であり市民参加、協働の手法は取り入れにくい。
施設見学の受入、三矢炭化肥料に関しての情報提供は出来てい
る。
処理について広く知ってもらうため、大きな行事で展示を行な
う
等情報提供を行なった。

―

365.00

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

mg/ℓ

単位

g/㎥・N

ばい煙測定
（煤塵濃度）

計画値

実績値
放流水質測定（BOD)

指
標

単位

単位

0.25

－

－

0.25

5.00

計画値（大気汚染防止法排出基準
値）以下であること

計画値

実績値

0.250.25

0.0011 0.0010

－

100.00100.00

実績値

単位当たりコスト③

実績値

汚泥再生処理センター稼働
率

対　前　年　比

％

計画値

コ ス ト

計画値

－

2.10 1.20

5.00 5.00

－

79.12

23年度 24年度

100.00

76.20

96.31%

100.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

実績値/年間処理能力

目標値
（目標年度）

年度

計画値：清流園設定目標値5mg/ℓ以
下
実績値：BOD分析合計値/分析回数

5.00

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

H28 年度

年度

H28

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

地元乙木地域住民との意見交換会の実施

解決できていない課題

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

上本　文生

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

g/㎥・N

指標化できない成果
安全で衛生的な住環境が保たれている
循環型社会形成の一翼を担っている

－実績値 0.0011 0.0010 H28 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

113 建設部 上下水道課（清流園管理運営事業）


